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第 1 章 序論 

1.1  本研究の背景と目的 

 日本の国土は起伏に富み，火山地および丘陵を含む山地の面積が 70%以上を占め1)，海沿いに開けた平

野や山に囲まれた盆地などの可住地の割合は 30%に満たない2)。また，標高 0～100 m の地域は国土面積

の 25％程度であるのに対し，その標高の地域に住む人口が全人口の 80%以上を占めている 2)。こうした

人口の大部分が集中する平野部は，形成年代が比較的浅く未固結で軟弱な沖積地盤や埋立土で形成され

ており，地震による液状化や構造物の不同沈下例えば3 ),4 ),5 ),6 )，広範囲での圧密沈下等例えば7 )の発生が大きな

問題となっている。 

 

 
図 1.1.1 浦安市の沖積層基底深度分布と東日本大震災時の液状化分布 3) 

 

  
a) マンホールの浮き上がり b) 土工部の沈下による橋梁部との段差 

図 1.1.2 東日本大震災における浦安市の液状化被害 4)  
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図 1.1.3 東日本大震災における 

鳴瀬川堤防の液状化被害 5) 

図 1.1.4 東日本大震災における 

潮来市の液状化被害 6) 

 

 このような被害の軽減・防止を目的として，軟弱地盤上に構築される道路や鉄道盛土，空港・港湾施設，

河川堤防等の社会基盤の強度や安定性を確保するために「地盤改良工」が広く適用されている。地盤改良

工の種類は表 1.1.1 に示すように多岐に渡り，現場ごとに施工性や経済性を踏まえて工法を選定する。 

 

表 1.1.1 地盤改良分類表（原理別分類）8) 
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 ここで，圧密・排水工法，締固め工法，固化工法および注入工法について順に概説する。 

a) 圧密・排水工法 

 本工法は，図 1.1.5 に示すように礫や人工材料によるドレーンを地盤中に設置することで地盤の透水性

を高め，地震時の過剰間隙水圧の上昇を抑えて液状化を防止したり，圧密排水を促進して強度増加を図

ったりする工法である。具体例としてバーチカルドレーン工法のうちの「グラベルドレーン工法」9)を挙

げる。図 1.1.6 に示すように，ケーシングパイプを所定位置まで回転貫入し，砕石を地中に出しながらケ

ーシングを引き上げ，地中に砕石杭を造成する。地震後に残留変形が発生する可能性があるが，造成中の

振動・騒音が比較的少ないため既設構造物近傍での施工が可能である。河川堤防の液状化対策にも採用

されており，大地震に対する効果も確認されている10)。 

 

 
図 1.1.5 圧密・排水工法の原理 

 

 
図 1.1.6 グラベルドレーン工法の施工方法の一例 9) 
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b) 締固め工法 

本工法は，緩く堆積した砂地盤を締め固めることで土粒子間の間隙をより密にし，地盤全体として液状

化に対する抵抗力を増加させる工法である。具体例として「サンドコンパクションパイル工法（以下 SCP

工法）」11)を挙げる。SCP 工法は図 1.1.7 に示すように，ケーシングパイプを使って緩く堆積した砂地盤

に砂等の材料を圧入し，圧縮された砂杭を造成して周辺地盤を締固める。周辺環境の騒音や振動があま

り問題にならない埋立地などでは振動式 SCP 工法が，周辺環境への配慮が求められる市街地等では静的

砂杭締固め工法が普及している。また，SCP 工法に用いる使用材料に産業廃棄物や建設発生土を活用し，

これらの運搬処理に費やす余分なエネルギーと CO2 を削減して，環境負荷の低減に寄与する取組みも行

われている12)。 

 

 

 
図 1.1.7 SCP 工法の施工方法の一例 11) 
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c) 固化工法 

本工法は，砂質土にセメント系固化材等を添加，混合することで砂粒子同士を結合させて，地震等の外

力に対する抵抗力を増大させる工法である。具体例として中層および深層混合処理工法のうちの「機械

撹拌工法」を挙げる。機械撹拌工法は，地中に固化材を吐出しながら撹拌翼で原地盤と混合することで，

円柱状の改良体を造成する13)。改良形式は，液状化層を全面改良するブロック式や，地盤を囲むように改

良する格子式などがある。本工法は振動や騒音が少なく，既設構造物との近接施工や狭隘な敷地での施

工が可能なことから，陸上・海上の土木工事から戸建て住宅を含む建築工事まで幅広く適用されている。 

 

 
図 1.1.8 機械撹拌工法の施工方法の一例 13) 

 

 
図 1.1.9 機械撹拌工法で造成した円柱改良体 13) 
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d) 注入工法 

 本工法は，砂質土に注入材を浸透注入して間隙水と恒久薬液を置換し，薬液のゲル化によって粘着力

を付加して地盤のせん断強度を増大させる工法である。具体例として「薬液注入工法」を挙げる14)。プラ

ントで薬液を作液し，所定深度に設置した注入管を介して地中に薬液を注入し，薬液のゲル化によって

改良固化体を形成する15)。本工法は既設構造物を供用しながらの施工が可能であり，作業占有面積も小さ

く施工の自由度が高いことから，既設岸壁や空港滑走路，既設タンク等の地盤改良で広く利用されてい

る。 

 

 
図 1.1.10 薬液注入工法の施工手順概要 14) 

 

 
図 1.1.11 固化体の形成状況 15) 

 

数ある地盤改良工のうち，本研究では他工法と比較して早期強度が得られ，強度調整が可能，粘性土と

砂質土の双方に適用可能，低騒音・低振動といった特長を有するセメント系固化材による「固化工法」に

着眼した。本工法は上記特長によりあらゆる改良工事に広く適用されている一方，詳細は第 2 章に後述

するが，現行の設計や品質管理において固化改良地盤強度が有する空間的ばらつきの実態を適切に反映

しているとは断言できない事例が散見され，改善の余地が見受けられる。そこで本研究では，設計・施工

の合理化および安全性・信頼性の高い品質管理の実現に向けて，主題に記した固化改良地盤の「強度評

価」の高精度化および「性能評価」の有効性実証に関する検討を行うこととした。  
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1.2  本論文の構成 

 本論文の構成を図 1.2.1 に示す。各章の内容を以下に概説する。 

 

第 1 章 序論 

 第 1 章では，本研究の背景として地盤改良工が我が国の社会基盤を支える重要な役割を担っているこ

とを示した。多岐に渡る地盤改良工について概説した上で，本研究ではセメント系固化材による「固化工

法」に着眼し，その設計や品質管理の課題を踏まえ，設計・施工の合理化および安全性・信頼性の高い品

質管理の実現に向けて，固化改良地盤の「強度評価」の高精度化および「性能評価」の有効性実証を目指

す方針を述べた。 

 

 

第 2 章 固化改良地盤の設計および品質管理の現状と課題 

第 2 章では，本研究が対象とするセメント系固化材を用いた固化工法による地盤改良工および地盤改

良工事における調査・設計・施工・品質管理の流れを概説したうえで，現行の設計および品質管理の現状

と課題について明示する。これらの課題を受けて，合理的な設計・施工および安全性・信頼性の高い品質

管理の実現に向けた本研究の展望を示し，その大枠に則った方針として固化改良地盤の詳細な強度把握

による強度評価の高精度化および性能評価の有効性実証を目指す。 

本研究では詳細な強度把握に適した「針貫入試験」に着眼し，本研究の目指す地盤改良工の実現に向け

た課題として，「強度評価」においては①一軸圧縮強さの推定精度の向上，②空間的強度のばらつき評価，

「性能評価」においては固化改良地盤のばらつきを考慮した性能評価の有効性検証，を挙げ，これらの課

題に対する取組みを以降の各章で示す。 

 

 

第 3 章 多点針貫入抵抗測定による固化改良土の一軸圧縮強度推定 

第 3 章では，針貫入試験による強度評価のうち，強度推定精度の向上に関する研究の成果として，新た

な「固化改良土の強度推定式」の提案について述べる。3.2 節では，固化改良地盤の改良効果を確認する

ための既往の調査・試験方法について述べ，「針貫入試験」の活用に至った経緯と方針について概説する。

3.3 節では，針貫入試験の概要，測定形態および活用事例について紹介する。3.4 節では，従来から用いら

れている針貫入抵抗 Np に基づく一軸圧縮強さ qu の推定方法および課題を示し，3.5 節では現状の課題を

踏まえた本研究の方針として，機械制御による多点 Np 測定に基づく新たな推定方法を提案する。そのう

えで 3.6 節では，提案推定方法を検証するためのデータ取得方法とその結果を詳述する。最後に 3.7 節に

おいて，取得データを基に具体的な推定式を提示し，提案推定方法の妥当性や推定精度を検証して，3.8

節で本章の成果を総括する。 

 

 

第 4 章 原位置挿入型針貫入試験装置の開発 

 第 4 章では，針貫入試験による強度評価のうち，空間的強度のばらつき評価に関する研究の成果とし

て「原位置挿入型針貫入試験装置」の開発について述べる。4.2 節では，本開発に至った経緯および開発

方針について概説する。4.3 節において原位置挿入型針貫入試験装置の構造や測定方法，測定精度検証の

ための実験について，4.4 節では測定の効率化・省人化に向けて開発した吊下げ装置および制御プログラ
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ムについて詳述する。4.5 節において，原位置挿入型針貫入試験装置を高圧噴射撹拌改良工法および機械

撹拌改良工法で造成した固化改良地盤の現場に適用した事例を通して，本開発装置の有用性を示す。4.6

節では，現場適用で取得したデータに基づく強度評価を通して第 3 章の提案評価方法の有効性を検証し，

4.7 節で本章の成果を総括する。 

 

 

第 5 章 固化改良地盤の空間的不均質性を考慮した性能評価 

 第 5 章では，詳細な強度データに基づく固化改良地盤の性能評価に関する研究の成果として，「固化改

良地盤強度の空間的ばらつきを考慮した変形解析」について述べる。5.2 節では地盤のばらつきに関する

既往の研究について紹介し，本研究の方針について概説する。5.3 節において，本研究で採用した液状化

解析プログラムおよび解析条件について詳述する。5.4 節では，固化改良地盤のばらつき条件ごとの変形

量や破壊モードの解析結果を整理し，これらの結果を基に強度の空間的ばらつきを考慮した性能評価解

析の有効性を検証し，5.5 節で本章の成果を総括する。 

 

 

第 6 章 総括 

 第 6 章では，本研究で得られた成果を総括し，第 2 章で掲げた地盤改良工の展望に対して本論文での

取組みを反映したビジョンをまとめる。 

 

 

 
図 1.2.1 本論文の構成  

第1章 序論
研究の背景と目的

第2章 固化改良地盤の設計および品質管理の現状と課題
• 固化改良地盤の設計および品質管理の現状と課題を提示
• 強度評価および性能評価の高精度化に向けた本研究の方針を明示
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第 2 章 固化改良地盤の設計および品質管理の現状と課題 

2.1  概説 

 本章では，固化工法による地盤改良工について概説し，その設計および品質管理の現状と課題につい

て提示する。そのうえで，固化工法における合理的な設計・施工ならびに安全性・信頼性の高い品質管理

の実現に向けた展望を示し，その枠組みに則った本研究の方針を明示する。 

 

2.2  固化工法による地盤改良工の概説 

 本研究が対象とする，主にセメント系固化材を使用した固化工法による地盤改良工には，地中に液体

または粉体の固化材を吐出しながら撹拌翼を使って混合撹拌して改良体を造成する機械撹拌改良工法

（図 2.2.1）1)，液体状の固化材を高圧で噴射して地盤を切削しながら混合・撹拌する高圧噴射撹拌改良工

法（図 2.2.2）2)，採取した土と固化材を専用機械で混合し所定の厚さに撒きだして転圧する締固め安定処

理工法（図 2.2.33）），建設発生土等に水や調整泥水を加えさらに固化材を混錬する流動化処理土（図 2.2.4）
4)等があり，その種類は多岐にわたる。 

 

   
図 2.2.1 機械撹拌改良工法の施工の様子と造成手順文献 1)に加筆 

 

 

   
図 2.2.2 高圧噴射撹拌改良工法の噴射状況 2)と造成手順文献 2)に加筆 
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図 2.2.3 締固め安定処理工法における土と固化材の混合状況と造成手順 3) 

 

 

  
図 2.2.4 流動化処理土の例と製造プラントの概要 4) 
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そのうち，盛土のすべり防止や沈下防止，擁壁や護岸等の基礎，液状化対策等に幅広く用いられてい

る「深層混合処理工法」では，上記機械撹拌改良工法および高圧噴射撹拌改良工法が主に用いられ，図 

2.2.5 に示すような流れで調査・設計・施工・品質管理が行われる5)。まず設計条件を定めるための土質

調査を行い，次に設計において土質調査結果を基に改良目的に合致した改良様式を選定し，施工性およ

び経済性の検討を経て工法を決定し詳細仕様を定める。設計結果を踏まえて室内配合試験にて固化材量

を設定し，施工を実施する。施工後は固化改良体の品質や出来形を確認するための品質確認調査を行

う。 

 一方，室内配合試験でセメントを混合して養生した供試体に比べて，施工で原地盤に造成した固化改

良体は固化材混合の非一様性，対象地盤の性状や養生条件の違い，コア採取による乱れ等の影響で強度

のばらつきが大きくなることが報告されている6)。次節以降，そうした地盤のばらつきを考慮した「設計」

および「品質管理」の現状について概説し，実際の事例を交えながら課題を提示する。 

 

 
図 2.2.5 調査・設計・施工・品質管理のフロー（文献 5)を参考に作成） 

【調査】 【設計・施工】

基本設計
• 軟弱地盤対策の目的と必要性判断
• 対策工法の仕様検討
• 施工性、経済性の検討
• 深層混合処理工法の決定

実施設計
• 詳細仕様決定
• 設計図書作成

施工
• 施工計画
• 施工管理計画
• 施工
• 品質管理

土質調査（概略）
• 原地盤の土質条件の概略調査又は

事前調査

周辺環境調査
• 騒音・振動等の調査
• 周辺工作物への影響調査

品質確認調査
• 強度確認試験
• 出来形確認

土質調査（詳細）
• 原地盤の土質条件の詳細調査

室内配合試験
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2.3  固化改良地盤の設計の現状と課題 

 図 2.3.1 に深層混合処理工法における固化改良地盤の設計概念図を示す 5)。設計基準強度 quck は現場で

発揮できる改良体の一軸圧縮強さ quf であれば問題ないが，実際の現場強度 quf は施工条件や対象地盤の

性状，固化材の混合性等の影響を大きく受けて空間的なばらつきが生じる。また，現場強度と室内配合試

験による一軸圧縮強さ qul にも違いが生じる。これらを踏まえ，現行の設計では設計基準強度 quck と現場

強度 qufおよび室内配合試験強度 qulの関係を下式のように定めている。 

𝑞௨௖௞ ൌ 𝛾 ∙ 𝑞௨௙തതതതത ൌ 𝛾 ∙ 𝜆 ∙ 𝑞௨௟തതതത (2.1) 

ここに，𝑞௨௖௞：設計基準強度 

 𝑞௨௟തതതത：室内配合試験における改良土の一軸圧縮強さの平均値 

 𝑞௨௙തതതതത：原位置改良土の一軸圧縮強さの平均値 

 𝛾：現場強度係数 

 𝜆：現場強度平均値𝑞௨௙തതതതതと室内配合試験強度平均値𝑞௨௟തതതതの比 

 

陸上工事では𝛾 ∙ 𝜆=1/3～1/4，砂質土では𝜆=1/2～1 を採用することが多い。これらの条件を整理すると，

設計基準強度𝑞௨௖௞と現場強度𝑞௨௙തതതതതの関係を示す現場強度係数𝛾=1/4～2/3 程度となり，その逆数である 1/𝛾

＝1.5～4.0，つまり現場強度𝑞௨௙തതതതതは設計基準強度𝑞௨௖௞の 1.5～4.0 倍程度の安全率を想定することになる。 

 

   
図 2.3.1 設計基準強度と現場強度、室内強度の関係 5) 

 

 一方，現場によっては設計基準強度𝑞௨௖௞を大きく上回る現場強度𝑞௨௙തതതതതが発現することがある。例えば文

献7)のように，橋桁の架設や桁を吊るクレーンの設置場所を地盤改良し，架設終了後に地盤改良箇所への

橋脚施工を試みたが現場強度が設計値の最大 6 倍にも達しており，使用機械の変更等に伴う工費増大・

工期延長を招いた事例がある。また，軟弱地盤を対象に深層混合処理工法で地盤改良を行った現場にお

いて，実際の現場強度が設計値の 11 倍以上に達した事例も報告されている8。 

このように実際の現場強度𝑞௨௙തതതതതが設計基準強度𝑞௨௖௞を想定以上に上回った要因としては，保守的な現場

強度係数𝛾の設定が考えられる。現行の設計においては，まず設計段階で改良体の強度を一律（設計基準

強度𝑞௨௖௞）と設定し，次に現場強度係数𝛾を設定する際，品質管理で現場から抽出したコア供試体の強度

（現場強度𝑞௨௙തതതതത）が設計値を下回らないように現場のばらつきを考慮するが，この段階で対象地盤の真の

ばらつきを反映できていないことが保守的な現場強度係数𝛾，つまりは過大な固化材量使用および現場強

度発現につながっていると考えられる。  
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2.4  固化改良地盤の品質管理の現状と課題 

 表 2.4.1 および図 2.4.1 に深層混合処理工法における固化改良地盤の品質管理基準および規格値の例お

よび概念図を示す9)。品質管理は改良体 500 本ごとにコアボーリングを 3 本行い，1 本のコアについて上・

中・下の 3 箇所から 3 体ずつ供試体を採取して合計 27 供試体の一軸圧縮強さ qu を測定し，設計基準強度

に対する適否を判断する手法が規定されている。 

 

表 2.4.1 品質管理基準および規格値の例 9)

 
 

 
図 2.4.1 品質管理の概念図 

 

  

試験項目 試験方法 規格値 試験基準

一軸圧縮試験 JIS A 1216

①各供試体の試験結果
は改良地盤設計基準強
度の85%以上
②1回の試験結果は改
良地盤設計基準強度以
上。なお、1回の試験
とは3個の供試体の平
均値で表したもの

改良体500本未満は3本、500本
以上は250本増えるごとに1本
追加する。試験は1本の改良体
について、上、中、下それぞ
れ1回、計3回とする。ただ
し、1本の改良体で設計基準強
度を変えている場合は、各設
計基準強度毎に3回とする。
現場の条件、規模当により上
記によりがたい場合は監督員
指示による。

上

中

下

①1体ごとの強度は
設計基準強度の85%
以上

②3体の平均強
度は設計基準
強度以上

【1箇所あたりの一軸圧縮試験】

改良体500未満で3本コアボーリング

3体×9箇所=27体の一軸圧縮試験を実施
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 その一方で，現行の品質管理のリスクを提唱した事例がある。三浦ら10)によると，軟弱地盤を深層混合

処理工法で改良した道路盛土において，図 2.4.2 に示すように路面に亀裂が入る事例が発生した。当該現

場では施工後，現行の品質管理に則り採取したボーリングコアにおいて正常な強度発現がみられる箇所

からのみ供試体を抽出して一軸圧縮試験を行って品質を評価していたが，盛土被災後の原因調査にて，

図 2.4.3 のように改良体頭部 2m 区間で固化不全による強度不足が判明した。三浦らは，現行の一軸圧縮

試験による部分的な強度確認のみならず，それ以外の区間の強度も適切に確認していれば，盛土被災を

未然に防ぐことができた可能性があると指摘している。 

 

 
図 2.4.2 クラックの発生状況 

 

 
図 2.4.3 盛土被災後の調査における改良体強度の深度分布（文献 10）に加筆修正） 
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2.5  本研究の方針 

 2.3 節，2.4 節に提示した固化改良地盤の設計および品質管理の現状と課題を受けて，本研究では固化

改良地盤の詳細な強度把握による高精度な強度評価法および性能評価法を構築し，将来的に図 2.5.1 に示

すようなサイクルで合理的な設計・施工および安全性・信頼性の高い品質管理の実現を目指す。 

 ここで，詳細な強度を把握するために本研究が着眼したのは，簡易かつ迅速な測定が可能で改良地盤

の局所的な弱部の有無や連続的な強度分布を確認できる「針貫入試験」11)である。針貫入試験から得られ

る針貫入抵抗 Np は現行の品質管理で採用されている一軸圧縮強さ quと相関があり，軟岩や固化改良土等

の強度推定に広く活用されている。一方，現行の針貫入試験を用いて合理的な設計・施工および安全性・

信頼性の高い品質管理を実現する上では，針貫入試験による「強度評価」において①一軸圧縮強さの推定

精度の向上，および②空間的強度のばらつき評価，「性能評価」においては固化改良地盤のばらつきを考

慮した性能評価の有効性検証，という課題がある。 

 そこで，本論文では図 2.5.1 に示す地盤改良工の展望の大枠に則った下記構成にて，上述の課題に対す

る取組みをまとめる。 

 「第 3 章」：本研究で着眼した針貫入試験について概説し，現行の強度推定方法と課題を示したうえ

で多点針貫入抵抗データに基づく新たな強度推定方法を提案し，一軸圧縮強さの推定精度を検証す

る。 

 「第 4 章」：空間的強度のばらつき評価の課題解決に向けて，原位置で効率的に多点針貫入試験を行

う装置を開発し，現場適用を通して装置の使用性・有用性を検証する。 

 「第 5 章」：第 4 章で取得した現場測定データに基づき固化改良体の物性にばらつきを与えた変形解

析を実施し，固化改良体強度の空間的不均質性を考慮した性能評価の有効性を検証する。 

 

 
図 2.5.1 合理的な設計・施工および安全性・信頼性の高い品質管理の展望および本論文の構成 

  

• 性能評価解析結果に基づく
仕様で改良体造成。

• 原位置にて多数の強度デー
タを取得し，強度やばらつ
きを確認。

• 原位置にて多数の強度デー
タを取得。

• 安全性・信頼性の高い品質
管理の実現。

• 原地盤の真のばらつきを考
慮した合理的な施工の実現。

• 原地盤の真のばらつきを考
慮した性能評価解析を実施。

• 許容値を満足する固化材量，
施工仕様等を選定。

設計 試験施工

本施工品質管理

性能評価指標に
基づく固化材
量・施工仕様等
を反映

試験施工結果と性能評価解析
結果の照らし合わせに基づく
適切な仕様を決定

強度評価の高精度化に向けた取組み①
第3章：多点針貫入抵抗測定による固化改良土の

一軸圧縮強度推定
• 簡便に多数の強度データを取得可能な針貫入試験に着眼。
• 針貫入抵抗を用いた一軸圧縮強さの推定精度向上に向けて，

新たな強度評価方法を提案。

強度評価の高精度化に向けた取組み②
第4章：原位置挿入型針貫入試験装置の開発
• 空間的強度のばらつき評価を行うために，原位置で

効率的に多点針貫入試験を行う装置を開発。
• 現場適用を通して有用性を確認。

性能評価の有効性実証に向けた取組み
第5章：固化改良地盤の空間的不均質性を考慮した性能評価
• 固化改良体要素の物性にばらつきを与えた変形解析を実

施。
• 固化改良体の空間的不均一性を考慮した性能評価解析の

有効性を確認。

種々の現場における多数の
強度データのフィードバック
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第 3 章 多点針貫入抵抗測定による固化改良土の一軸圧縮強度推定 

3.1  概説 

本章では，本研究にて着眼した針貫入試験による強度評価のうち，固化改良土を対象とした強度推定精

度の向上に関する研究の成果として，新たな「固化改良土の強度推定式」の提案について述べる。3.2 節

では，固化改良地盤の改良効果を確認するための既往の調査・試験方法について述べ，「針貫入試験」の

活用に至った経緯と方針について概説する。3.3 節では，針貫入試験の概要，測定形態および活用事例に

ついて紹介する。3.4 節では，従来から用いられている針貫入抵抗 Np に基づく一軸圧縮強さ qu の推定方

法および課題を示し，3.5 節では現状の課題を踏まえた本研究の方針として，機械制御による多点 Np 測

定に基づく新たな推定方法を提案する。そのうえで 3.6 節では，提案推定方法を検証するためのデータ取

得方法とその結果を詳述する。最後に 3.7 節において，取得データを基に具体的な推定式を提示し，提案

推定方法の妥当性や推定精度を検証して，3.8 節で本章の成果を総括する。 

 

3.2  既往の研究および本研究の方針 

本研究が対象とする固化改良地盤の改良効果を直接確認するための原位置調査・試験として，サウンデ

ィング，物理探査・検層，載荷試験等が挙げられる。サウンディングの例として，武田ほか1)は高圧噴射

攪拌工法で造成した改良体にて，杭芯から半径方向に複数の地点でコーン貫入試験を行い，先端抵抗お

よび周面摩擦抵抗と改良径の出来形に相関性を確認している。物理探査・検層では，手塚ほか2)が高圧噴

射撹拌工法による改良体を対象にPS検層を行い，測定した弾性波速度から改良体の強度を確認している。

載荷試験については，田中ほか3)はフライアッシュと石膏および水を利用した FGC 深層混合処理工法で

改良した地盤を対象に改良前後で孔内水平載荷試験を行い，改良による剛性率の増加を確認している。 

上記のように原位置調査・試験は，改良効果の定量化としての活用実績はあるものの，得られる特性値

そのものを品質管理の指標とするには至っていない。その要因としては，試験の簡便さや経済性が求め

られる中，設計時に必要な強度や変形特性は一軸圧縮強さ qu を指標とすることが多い点が挙げられる。

そのため，前述のような原位置試験ではなく室内で行う一軸圧縮試験による品質管理が広く普及してい

る。例えば，深層混合処理による柱状改良の場合，改良体 500 本ごとにコアボーリングを 3 本行い，1 本

のコアについて上・中・下の 3 箇所から 3 体ずつ供試体を採取して合計 27 供試体の qu を測定し，設計基

準強度に対する適否を判断する手法が規定されている4)。一方，一軸圧縮試験で使用する供試体は直径に

もよるが一体あたり高さ 100 mm 程度を要するため，採取したコアの亀裂や欠損によっては試験できる

供試体の数や位置が限定されてしまうことがある。また，対象地盤の不均質性や固化材の混合の不均質

性に起因して改良地盤の強度に空間的なばらつきの発生が想定されるが5)，限られた数や位置での一軸圧

縮試験でそのばらつきの実態を詳細に把握することは困難と言える。こうした一軸圧縮試験による現行

の品質管理が，改良地盤全体の中からサンプリングされた供試体による標本調査に基づくため，実際の

ばらつきを詳細に把握できているとは言い切れないのに対し，簡易な多点測定により改良地盤の局所的

な弱部の有無や連続的な強度分布を確認できる方法として「針貫入試験」6)がある。本研究では，固化改
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良地盤の品質管理にこの針貫入試験を活用し，多点測定にて改良地盤の強度やそのばらつきを精度良く

把握し，将来的には固化材量の最適化や施工方法の適正化につながる性能評価への展開を目指す。 

 

3.3  針貫入試験 

3.3.1  概要 

針貫入試験は「JGS3431-2012 針貫入試験方法」6)にて基準化された試験方法である。元来軟岩の簡易か

つ迅速な強度推定方法としてトンネル切羽やダム基礎における硬軟区分などに用いられていたが，近年

は固化改良土の強度推定にも活用されている。試験方法は測定対象に針を 10 mm まで貫入し，その時の

貫入荷重を貫入長さで除した針貫入抵抗 Np を求めるものである。Np は一軸圧縮強さ qu と相関があると

されており，両者の相関式から quを推定する。 

3.3.2  測定形態 

針貫入試験の測定形態は，a) 携行型，b) 机上型に大別される。 

a) 携行型（図 3.3.1 左） 

軽量タイプの試験器で内部に装着されたコイルばねと針チャック部が接続されており，針を貫入

する際の荷重に比例してコイルばねが圧縮される。原地盤での露出面やコア箱に置かれた試料を

対象に手作業で針を貫入し，貫入荷重と貫入長さを読み取って迅速に Np を特定することが可能

である。一方，貫入速度や貫入角度に個人差があり，貫入過程での荷重変化を把握することがで

きない。 

b) 机上型（図 3.3.1 右） 

貫入針を昇降装置に取り付けて変位計で貫入長さを，荷重計で貫入荷重を測定する。貫入角度や

貫入速度を制御し，貫入過程の荷重変化を厳密に測定することが可能なため，人為的な要因によ

る測定誤差を排除したデータを取得できる。一方，Np を測定するまでに試験体の運搬，供試体の

作製，架台準備・設置などの作業を要するため，迅速な測定を行うことができない。 

 

 

 
a) 携行型 b) 机上型 

図 3.3.1 針貫入試験器（地盤工学会 6）に加筆修正） 
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図 3.3.2 は，机上型と携行型の計測方法の違いによる実験誤差の可能性を確認する意図で実施した，

ソイルモルタル供試体（d 100 mm×h 100 mm）に対する測定結果である。本対象試料は，プラント製造

されたことから混合性・均一性が比較的高い試料に位置付けられるが，それぞれの装置で 25 点ずつ取

得した Np の変動係数は，携行型で 0.25，机上型で 0.10 と机上型が相対的に小さくなった。この傾向

は，前述のように機械制御により人為的な要因によるばらつきが排除されたためと考えられる。また，

一軸圧縮試験の変動係数が 0.30 程度，三軸圧縮試験の変動係数が 0.10 程度であること7)を踏まえると，

机上型の実験誤差は小さく，より信頼性の高いデータが取得できると考えられる。 

 

 

 

  
a) 携行型 b) 机上型 

図 3.3.2 Npの頻度分布 
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3.3.3  活用事例 

 針貫入試験の活用事例としては，例えば丸内ら8)は有明粘土層の改良地盤で採取したボーリングコアを

対象に，携行型装置を用いて 10 cm 間隔で針貫入抵抗 Npを測定している。同一のコア試料で取得した Np

と qu との相関式（図 3.3.3）から各深度における換算 qu を求め，図 3.3.4 に示すように一軸圧縮試験によ

る離散的な結果では把握が難しい低い強度域を評価する手法としての有効性を確認している。 

 

 
図 3.3.3 有明粘土の改良地盤における Np と quの関係 8) 

 

 
図 3.3.4 quと換算 qu の深度分布 8) 
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また，Kahraman et al.9)は 46 体のブロック状の石炭標本を準備して 1 標本あたり上下周面で 4 点以上の Np

と qu を測定している。各標本の Np平均値と quの関係から相関性（図 3.3.5）を見出し，針貫入試験を活

用することで精度よく qu を推定できる可能性を示している。これらの事例はいずれも現場で採取した試

料を対象に事前にキャリブレーションを実施して，図 3.3.3 や図 3.3.5 に示すように評価対象ごとの Np

と qu との相関性を確認して強度推定の精度を確保している。 

 

 
図 3.3.5 石炭における Np と qu の関係 9) 

 

一方，評価対象を限定しない汎用的な強度推定方法としては，図 3.3.6 に示すような強度が約 100～

40,000 kN/m2 と広範囲にわたる天然岩石および固化改良土の測定データに基づいた両対数軸上の線形相

関式(3.1)が示されている10),11)。本式は丸東製作所の軟岩ペネトロ計 SH-10（携行型針貫入試験器）に掲載

されており，事前のキャリブレーションなしで Np 値から即座に強度を推定することが可能である。 

 

 
図 3.3.6 天然岩石および固化改良土における Np と qu の関係（丸東製作所 11）に加筆修正） 

 

logሺ𝑞௨ሻ ൌ 0.978 ∙ log൫𝑁௣൯ ൅ 2.621 (3.1) 
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3.4  現状の強度評価方法の課題 

 前項 3.3.3 に示すように，針貫入試験は軟岩のみならず，固化改良土，石炭等，多種多様な試料の強度

評価に広く活用されており，このことは本試験方法の実用性の高さを裏付けているものと考える。 

 しかしながら，「評価対象を限定した強度評価」（例えば図 3.3.3 や図 3.3.5）は，現場で採取した試料

を対象に事前にキャリブレーションを実施して Np と qu との相関性を確認する必要があるため，事前確認

の時間と労力を要する。また，それぞれの現場条件に則した相関式のため，適用範囲が限定的となり利便

性に欠ける。 

 上記を踏まえると，事前のキャリブレーションを要さず汎用性のある「評価対象を限定しない強度評

価」の有効性は高いと言える。一方，既往の推定方法である図 3.3.6 および相関式(3.1)を具体例にあげる

と，実測 Np が 10 N/mm 付近において固化改良土のデータだけでも実測 qu と換算 qu に 3 倍程度の差異が

ある。また，図 3.4.1 は図 3.3.6 中のプロットを読み取り，実測 qu と実測 Np から式(3.1)を用いて算出し

た換算 qu との関係を，図 3.4.2 はその頻度分布を示すが，両者の相対誤差が±30%以内に収まるデータは

全体の 50%に満たず，決定係数 R2 = 0.52 と必ずしも十分な精度であるとは言えない。さらに，式(3.1)は

携行型によって取得したデータ 11)であり，図 3.3.2 a)に示すような実験誤差によるばらつきも推定精度に

影響を及ぼす一因と考えられる。 

 

 

 

 
 

図 3.4.1 実測 qu と換算 qu の関係 図 3.4.2 実測 qu と換算 qu の相対誤差の頻度分布 
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3.5  新たな強度評価方法の開発 

前節 3.4 の課題に対して本研究では，より利便性の高い「評価対象を限定しない強度評価」における推

定精度の向上を目指す。具体的には本節において，強度推定式に基づく換算 quと実測 qu の差異には，供

試体の寸法の違いが強度に及ぼす影響が含まれていると考え，寸法効果に関する仮説を考慮した強度推

定方法を提案する。 

3.5.1  2 段階構成による強度推定方法の検討 

推定精度向上に向けた強度推定方法の検討に際して，固化改良土の一軸圧縮強さの寸法効果に着眼し

た。ここで言う寸法効果は，固化改良土の単位体積中に含まれる潜在的弱部の数は一定であると仮定し

た場合，寸法が大きな供試体ほど潜在的弱部の絶対数が多くなることから，小さな供試体よりも一軸圧

縮強さが小さくなる傾向にあることを示している。また，供試体内には健全部と弱部が混在することに

より供試体内での局所的な強度はばらついており，一軸圧縮試験下では弱部から破壊が発生・進展する

ため，供試体内の強度のばらつきが大きいほど一軸圧縮強さは低減する傾向にあるとされている12)。 

そこで，局所的な健全部や弱部の把握に適した Np の多点測定値は，供試体内の強度のばらつきが反映

される指標と考え，図 3.5.1 のように Np と qu の関係を以下の 2 段階構成で解釈することとした。 

i) 貫入長さ 10 mm の Np は，供試体の高さが等価となる d0 5 mm × h0 10 mm の供試体（以降，基準供試

体と呼ぶ）の qu0 と高い相関があると仮定し，図 3.5.1 に示すような実験誤差による Np データの不確

実性に起因するばらつきは含まず，多点 Np の変動係数 Np_cov = qu0_cov の関係にあることとする。（図 

3.5.1 の i ) ） 

ii) 評価供試体（d 50 mm × h 100 mm）は基準供試体（d0 5 mm × h0 10 mm）の集合体であるとモデル化す

る。（図 3.5.1 中の ii ) ） 

 

 
図 3.5.1 Npと qu の関連付けの 2 段階構成概念図 
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上記解釈に基づく基準供試体（d0 = 5 mm）の Npと評価供試体（d = 50 mm）の qu の関係を図 3.5.2 に示

す。まず，基準供試体の強度にばらつきがなく一様であれば寸法の増大に伴う qu の強度低下は生じない

と仮定し，均一性の高い供試体（Np_cov = qu0_cov ≒ 0）に限定した Np と qu0 の相関から両対数軸上で線形

関係になる強度基準線を求めることにする。次に，Omine ら 12)の手法を参照して，基準供試体の強度の

ばらつきがワイブルの累積分布関数に従うと仮定して，基準供試体から評価供試体への寸法増加による

qu の強度低減割合を算出する。 

これらの仮定に基づき Np と qu の関係を求めたところ，図 3.5.2 中のイ)強度基準線（Np_cov = qu0_cov ≒0

における Np と qu0 の相関式）に対して，ロ)のように基準供試体の変動係数 qu0_cov の増加に応じて下方に

シフトする結果を得た。このように同じ大きさの Np に対して qu の分布に幅がある傾向は，図 3.3.6 に示

す実測 qu の分布のばらつきと Np の実験誤差の有無の違いはあるが，見かけ上同様の結果が得られたとい

える。 

 

 
図 3.5.2  qu_cov に応じた Np と qu の関係 

 

 

3.5.2  強度換算のための提案式 

 前項 3.5.1 において，まず Np と qu の関係を寸法効果の考えにあてはめ，次に Np は基準供試体の qu0 と

高い相関があり，評価供試体は基準供試体の集合体であるとの仮定を立て，それらに基づいて均一性の

高い供試体で Np と qu0 の相関から強度基準線を求め，基準供試体のばらつきに応じてその基準線をシフ

トさせる推定方法を明示した。 

この推定方法に基づく換算式を求めるにあたっては，qu0 データを取得してその強度やばらつきを用い

ることが望ましいが，基準供試体寸法は d0 5 mm × h0 10 mm と小さいため作製および強度試験は現実的で

はない。そこで，本研究では qu0 と高い相関があると仮定した Np を多点取得し，その強度やばらつきを

定量化して換算式を算出することとした。今回，強度やそのばらつきが異なる複数の供試体を準備して，

より信頼性の高いデータを取得できる机上型装置を用いて多点 Np データを取得し，それらの空間分布は

正規分布に従うとの仮定のもとばらつき特性を変動係数 Np_cov で定量化し，さらに qu も取得して，下記

手順にて推定式を定義することとした。 
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i) 均一性の高い評価供試体（本検討では，0.0≦Np_cov <0.1）の測定データを基に，式(3.2)の関係式の係

数 A，B を最小二乗法により特定して基準線を設定した。 

logሺ𝑞௨ሻ ൌ 𝐴 ∙ log൫𝑁௣_௔௩௘൯ ൅ 𝐵 (3.2) 

ii) その上で，Np_cov が 0.1 を超過する測定データをもとに，ばらつき補正項を加えた式(3.3)にて，実測

値と換算値の残差二乗和を最小にする係数 C，D を設定した。 

logሺ𝑞௨ሻ ൌ 𝐴 ∙ log൫𝑁௣_௔௩௘൯ ൅ 𝐵 െ 𝐶 ∙ ൫𝑁௣_௖௢௩൯
஽

 (3.3) 

式(3.3)の補正項をべき乗形態にしたのは，実測データに対するフィッティングの自由度を念頭に置いた

ためである。 

 

3.6  検証データ取得のための測定試験 

 本章では，前節 3.4 で提案した強度推定式(3.3)を設定・検証するために実施した測定試験についてまと

める。 

3.6.1  測定試験の概要 

測定試験では，図 3.5.1 の評価供試体の qu を 1 つ測定し，基準供試体の強度に相当する Np については，

そのばらつきを把握するために 25 点測定したものを一組のデータ（1 個の quと 25 個の Np）とした。 

図 3.6.1 に測定試験の流れを示す。まず，標準寸法（d 50 mm × h 100 mm）に比べて 20 mm 以上大きな

直径（70～100 mm）で評価供試体を作製する。評価供試体の外周部を対象に机上型装置を用いて 25 点の

Np を測定した（図 3.6.1 中の i）参照）。その後，針貫入の痕跡による影響を排除するため，「JIS A 1216-

2020 土の一軸圧縮試験方法」13)に準拠して，針貫入試験後の評価供試体をトリマーに載せ，その外周部

をワイヤソーまたは直ナイフで直径 50 mm になるまでトリミングして，標準寸法の評価供試体を作製し

た（図 3.6.1 中の ii）参照）。その供試体を対象に一軸圧縮試験を行い（図 3.6.1 中の iii）参照），評価供

試体ごとの Np の平均値 Np_aveと変動係数 Np_cov を取得した。 

 

   

   
i) 針貫入試験 ii) トリミング iii) 一軸圧縮試験 

図 3.6.1 測定試験の流れ 
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今回，評価供試体の作製方法，母材，セメント配合量や材齢が異なる合計 51 供試体を対象に測定デー

タを収集した。以下にこれらの種別と条件を示す。 

a) 流動化処理土 

流動化処理土供試体を室内で合計 26 体作製した。作製手順は，トチクレーと珪砂 5 号を混合し，水を

加えた後ハンドミキサーで 5 分撹拌して泥土を作製した。この泥土にセメントスラリーを投入し，ミキ

サーで 1 分間撹拌して流動化処理土試料とした。この試料を直径 100 mm 高さ 110 mm のモールドに充填

し，固結後に脱型して供試体を作製した。セメント添加量は 138，150，350 kg/m3 の 3 条件とし，材齢 7

日と 28 日での強度試験まで養生した。 

b) 機械撹拌改良体 

 測定対象は，地中で開閉可能な撹拌翼14)を用いてセメントスラリーを地中で噴出しながら，原位置で円

柱形に造成した機械撹拌改良体である。 

今回準備した供試体は 2 現場から採取したものであり，1 つ目の現場では，セメント添加量 108 kg/m3，

水セメント比 1:1 のセメントスラリーを地中で噴出しながら，直径 1,200 mm，長さ 1,000 mm の形状に造

成した．改良土が未固結の状態で塩ビ管（VP100，外径 114 mm，長さ 1,200 mm）を 3 本挿入し，固結後

に引き抜いて，各管の中央部と下端部から直径 100 mm，高さ 110 mm の供試体を 2 体ずつ，計 6 体を抜

粋し，56 日材齢での強度試験まで養生した。 

2 つ目の現場では，セメント添加量 180 kg/m3，水セメント比 1:1 のセメントスラリーにて，直径 800 

mm，長さ 6,300 mm の改良体を造成した．直径 70 mm のコアボーリングを 1 本行い，直径 70 mm，高さ

140mm の供試体を 10 体準備し，124 日材齢まで養生した。 

c) 締固め安定処理土 

 測定対象は，宅地造成現場の砂質土とセメント（75 kg/m3）をバックホウで混合し，撒きだし厚 500 mm

で転圧して造成した盛土である。締固め最上層が材齢 28 日の時に直径 116 mm，深さ 6,000 mm のコアボ

ーリングを 1 本行い，直径 100 mm，高さ 110 mm の供試体を 9 体準備して，42 日材齢での強度試験まで

養生した。 
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3.6.2  測定結果 

図 3.6.2 に各固化改良土において，机上型装置により確認した貫入長さと貫入荷重の関係の例を示す。

図 3.6.2 a) ~ c)-1 のように貫入長さの増加に伴い貫入荷重が増加するものが大半であったのに対して，図 

3.6.2 c)-2 のようにいくつかの測定点では，貫入荷重の急増と急減を見せる結果が見られた。こうした結

果は，針が礫分に当たったためと推察される。そのため，この種の測定結果については 10 mm 貫入時の

貫入荷重から Np を算出することとした。針の貫入途中で礫等に当たる状況は，携行型装置では判別でき

ない可能性があるが，机上型装置の場合，貫入過程における荷重と変位の関係が明らかなことから Npを

適切に算出することができる。 

 

  
a) 流動化処理土 b) 機械撹拌改良体 

  
c)-1 締固め安定処理土 c)-2 締固め安定処理土 

図 3.6.2 貫入長さと貫入荷重の関係 
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各供試体における測定結果を表 3.6.1 に示す。a) 流動化処理土は quが 270～4,500 kN/m2 の強度水準に

おいて網羅的にデータを取得でき，Np_cov は 0.04～0.39 となった。b) 機械撹拌改良体では，qu＜200 kN/m2

と qu＞4,000 kN/m2 の大きく 2 つに強度が分かれ，それぞれ Np_cov は 0.10～0.40 の範囲に分布した。c) 締

固め安定処理土では，qu が 200～1,400 kN/m2，Np_cov が 0.28～0.59 となり，計 51 供試体から広範囲の強度

水準でばらつきの異なるデータを取得できた。 

図 3.6.3 に，測定した Npの平均値 Np_aveと qu との関係を，変動係数 Np_cov の水準で色分けした結果を示

す。赤色でプロットした 0.0≦Np_cov <0.1 と比較的ばらつきが小さい測定データについては，Np_aveの増加

に伴い qu も増加し，両対数軸上で線形性が高い傾向となった。Np_ave が同程度の場合，Np_cov が大きいほ

ど qu は減少する傾向を示し，最大で 3 割程度の qu まで低減する結果もあった。 

 
表 3.6.1 各測定結果 

 
 

 
図 3.6.3  Np_aveと qu の関係 
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3.7  測定試験結果に基づく新たな強度評価方法の検証 

 本節では，前節 3.6 にて収集した 51 供試体の測定データに基づき，3.5.2 項で提案した手法にて強度推

定式(3.3)を特定，検証する。 

3.7.1  推定式の整合性 

図 3.7.1 に提案推定式および Np_aveと qu の関係を示す。本推定式の導出にあたっては，まず基準線であ

る式(3.2)を求めるために，相対的に均一性の高い評価供試体として 0.0≦Np_cov <0.1 のデータを抽出した。

qu=250～10,000 kN/m2 の測定域を横断する範囲で 16 供試体が該当し，最小二乗法により式(3.4)を特定し

た。 

logሺ𝑞௨ሻ ൌ 0.896 ∙ log൫𝑁௣_௔௩௘൯ ൅ 2.560 (3.4) 

 次にばらつき補正項を加えた式(3.3)を求めるために，Np_ cov が 0.1 を超過する 35 供試体について，実測

値と換算値の残差二乗和を最小にする係数 C，D から，図 3.7.1 に示す推定式(3.5)を特定した。 

logሺ𝑞௨ሻ ൌ 0.896 ∙ log൫𝑁௣ೌೡ೐൯ ൅ 2.560 െ 2.071 ∙ ൫𝑁௣_௖௢௩൯
ଵ.଼଺ଷ

 (3.5) 

 

 

 

図 3.7.1 提案推定式および Np_aveと qu の関係 
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「ばらつき補正項」を取り入れた本推定式の妥当性を検証するために，図 3.7.2 に，今回収集した合計

51 体について，実測 quを推定式(3.4)にて特定した基準換算値 qu0（=0.896・log(Np_ave)+2.560）で正規化し

た qu / qu0 について，Np_cov との関係をまとめた結果を白抜きプロットで示す。また，図中には，i) 推定式

(3.5)のうち，Np のばらつきを考慮した第 3 項の指数関数（=10^(-2.071・Np_cov
1.863)）（実線），ii) 3.5.1 項の

図 3.5.2 に明示した Omine ら 12)の手法に基づく qu / qu0 と Np _covの関係（点線）を示している。ここで，

ii) Omine らの手法における基準供試体の変動係数 qu0_cov は本質的な空間的ばらつきのみであり，実験誤

差に起因するばらつきを含まないため，図 3.3.2 ii) に示す実験誤差（変動係数 0.10）を用いて，変動係

数 Np_cov を式(3.6)で計算した。 

𝑁௣_௖௢௩ ൌ ට𝐶𝑂𝑉ሺ実験誤差ሻଶ ൅ 𝑞௨଴_௖௢௩
ଶ  (3.6) 

強度試験による実測データとなる 51 点の白抜きプロットは，ばらつきは大きいながらも Np_cov の増加

に応じて qu / qu0 が低下する傾向を示している。Omine らの手法とも，Np_cov の増加に応じて qu が低減する

傾向は概ね整合しており，本換算法の妥当性を示す結果を得たと考える。なお，流動化処理土について

Np_cov≦0.1 で qu / qu0 が 1 を上回る結果が目立つが，この一因としては当該供試体の 25 点 Np を測定した

際に，局所的に強度が小さいデータが実態より多く抽出されて Np_aveが過小な値となったため，実測 qu が

基準換算値 qu0（=0.896・log(Np_ave)+2.560）を上回る結果になった可能性が考えられる。 

 

 

図 3.7.2 提案推定式および Np_aveと qu の関係 
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3.7.2  換算値の精度 

換算精度を確認するために，本論文で取得した 51 供試体の測定データに基づき，Np_ave のみを説明変

数とする既往の推定方法に基づく式(3.7)と，提案推定式(3.5)を比較する。 

logሺ𝑞௨ሻ ൌ 0.908 ∙ log൫𝑁௣_௔௩௘൯ ൅ 2.421 (3.7) 

図 3.7.3 に実測 qu と両式による換算 qu の関係を，図 3.7.4 には実測 qu と両式による換算 qu の相対誤差

の頻度分布を示す。Npのみを説明変数とする式では，例えば相対誤差±30%以内に収まるデータは 55%だ

が，推定式(3.5)では 80%まで向上した。また，両者の決定係数 R2 を比較すると，Np のみを説明変数とす

る式(3.7)では 0.89 に対し，推定式(3.5)では 0.96 とより高い結果となった。以上から，ばらつき補正を考

慮した提案推定式の活用により，針貫入抵抗の測定結果から一軸圧縮強さを推定する精度が向上したと

考える。 

 

  
a) Np_aveのみを説明変数とする推定式(3.7) b) Np_aveと Np_cov を説明変数とする推定式(3.5) 

図 3.7.3 取得データにおける実測 qu と換算 qu の関係 

  
a) Np_aveのみを説明変数とする推定式(3.7) b)  Np_aveと Np_cov を説明変数とする推定式(3.5) 

図 3.7.4 実測 qu と換算 qu の相対誤差の頻度分布 
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3.8  本章のまとめ 

本章では，本研究が目指す確率統計論に基づく固化改良地盤の強度評価・性能評価の高精度化のうち，

固化改良土の強度推定精度の向上に関する一連の取組みについて述べた。以下に取組みの内容と結果，

および得られた知見をまとめる。 

 

 固化改良地盤の品質管理では一軸圧縮試験による評価が一般的であるが，採取したコアの亀裂や欠

損によっては試験できる供試体の数や位置が限定されてしまうこと，改良地盤強度の空間的なばら

つきの実態を詳細に把握することが困難であることを指摘した。この課題に対し，本研究では連続

的な強度分布を簡便に確認できる「針貫入試験」に着目し，改良地盤の強度やそのばらつきを精度良

く把握する方針を示した。 

 基準化された試験方法である「針貫入試験方法」の概要を述べ，次に 2 つの測定形態である「携行

型」および「机上型」の長所と短所を示した。さらに，固化改良土や石炭等多種多様な試料の強度評

価に活用されている事例を紹介し，針貫入試験の実用性の高さを示した。 

 針貫入試験結果に基づく強度推定においては，評価供試体を限定した方法と限定しない方法がある

ことを提示した。前者は事前確認の労力を要し，適用範囲が限定的となるため利便性に欠けること，

後者については汎用性はあるものの既往の推定式の精度が十分ではないという課題を指摘した。 

 上記課題に対し，本研究では新たな強度推定法を提案し，推定精度向上を目指すこととした。具体

的には，固化改良土の一軸圧縮強さの寸法効果に着眼し，局所的な健全部や弱部の把握に適した針

貫入抵抗 Np の多点測定値は，供試体内の強度のばらつきが反映される指標と考え，多点 Np 測定デ

ータに基づく「基準換算」と「ばらつき補正」による強度推定方法を提案した。 

 上記提案方法の検証試験として，供試体作製方法や強度の異なる 51 供試体に対して各 25 点の Np 値

と対応する qu 値のデータを取得した。その結果，Np の変動係数 Np_cov が 0.1 以下と小さい場合は両

対数軸状で高い線形性を有すること，Np_cov の増加に応じて qu は減少する傾向であることを確認し

た。また，本試験での qu は Np_cov の増加に伴い最大で約 3 割まで低減することも確認した。検証試

験を通して，供試体の寸法効果と強度の関係を参考に導き出した提案方法，すなわち「基準換算」と

「ばらつき補正」による考え方と整合する結果を得た。 

 検証試験で取得したデータに基づき提案推定式を特定した。また，本試験における取得データの範

囲において，実測 qu と換算 qu の相対誤差が±30%以内に収まるデータが 25％増加し，換算精度が向

上することを確認した。以上から，本提案推定式により Np から qu への換算方法の精度向上を実現で

きたと考える。 
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第 4 章 原位置挿入型針貫入試験装置の開発 

4.1  概説 

本章では，本研究にて着眼した「針貫入試験」による強度評価を実際のフィールドに適用でき，かつ原

位置での多点測定を可能とする「原位置挿入型針貫入試験装置」の開発について述べる。4.2 節では，本

開発に至った経緯および開発方針について概説する。4.3 節において原位置挿入型針貫入試験装置の構造

や測定方法，測定精度検証のための実験について，4.4 節では測定の効率化・省人化に向けて開発した吊

下げ装置および制御プログラムについて詳述する。4.5 節において，原位置挿入型針貫入試験装置を高圧

噴射撹拌改良工法および機械撹拌改良工法で造成した固化改良地盤の現場に適用した事例を通して，本

開発装置の有用性を示す。4.6 節では，現場適用で取得したデータに基づく強度評価を通して 3 章の提案

評価方法の有効性を検証し，4.7 節で本章の成果を総括する。 

 

 

4.2  開発方針 

 本研究では 2 章で述べたように，簡易かつ迅速に強度を把握できる「針貫入試験」1)に着目し，地層構

成や地盤特性の分布に対応した詳細な強度分布を空間網羅的に把握して強度評価・性能評価の高精度化

を目指している。強度評価の高精度化にあたっては，「針貫入抵抗を用いた一軸圧縮強さの推定精度の向

上」および「空間的強度のばらつき評価」に関する課題があり，前者の課題に対しては 3 章にて針貫入勾

配 Np の多点測定値に基づくばらつきを考慮した強度評価法を提案し，一軸圧縮強さ qu の推定精度向上を

実現した。一方，ばらつきの成分を評価するためには Np の多点データが必要となるが，3 章で提示した

机上型装置 1)による Np の多点測定ではコアボーリングの実施や試料の運搬，試験用のコアカットなど相

応の手間を前提としており，「空間的強度のばらつき評価」の課題解決に向けて省力化の余地が残る。 

 そこで本研究では，「携行型装置」のような迅速さ，「机上型装置」のような精確さを備えた形式として，

原位置の測定孔内で機械制御により全自動で針貫入試験を行う「原位置挿入型」装置を製作し，効率的か

つ高精度な多点測定の実現を目指すこととした。 
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4.3  原位置挿入型針貫入試験装置の開発 

 前節 4.2 の開発方針に基づき原位置挿入型針貫入試験装置を製作し，模擬固化改良土を対象とした室内

測定実験を通して測定効率および精度を検証する。 

4.3.1  装置の仕様 

図 4.3.1 に原位置挿入型針貫入試験装置「T-GeoPenester®」2)を示す。測定形態は，固化改良地盤に設け

た測定孔（直径 110～120 mm 程度）内に，貫入針を搭載した貫入装置（直径 108 mm，高さ 443 mm の円

柱形）を挿入して針貫入試験を行う「原位置挿入型」とした。 

測定の流れは，以下の通りである。 

i) 固化改良地盤孔内に貫入装置を挿入し，所定の深度まで移動させ， 

ii) 反力アームにて測定孔壁面に貫入装置を押し付けて固定し， 

iii) 孔壁に向けて針貫入を実施して，貫入長さと貫入荷重を測定し， 

iv) 所定の長さまで貫入後，針を引き抜いて反力アームを解除し，次の測定点に移動する。 

貫入速度は試験基準 1)に準拠して 20 mm/min で変位制御し，ロードセルで貫入過程の荷重推移を測定

する。貫入針の上部には CCD カメラを搭載しており，貫入状況を PC 上でリアルタイムに確認できる。

また，貫入装置を孔内で回転させる装置を搭載し，同一深度で円周方向に複数点で測定を行うことが可

能である。 

 

 
図 4.3.1 原位置挿入型針貫入試験装置「T-GeoPenester®」2) 
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4.3.2  検証実験 

1） 測定内容 

原位置挿入型針貫入試験装置「T-GeoPenester®」の測定機能・効率および測定精度を確認するため，室

内検証実験3)として以下 2 つの測定にあたった。 

・原位置挿入型（図 4.3.2）：ボイド管（φ300 mm×h100 0mm）内に固化改良土と模擬調査孔（φ114 mm×h1000 

mm）を用意して 25（深度）×4（測点/深度）=100 測点の測定を行った。 

・机上型（図 4.3.3）：上記と同一試料で作製した 2 供試体（φ100 mm×h120 mm）を対象に一供試体周面

で 5（側線）×5（測点/側線）=25 測点の測定を行った。 

 

  
図 4.3.2 原位置挿入型での測定 図 4.3.3 机上型での測定 

 

2） 実験方法 

表 4.3.1 に測定対象とする固化改良土の配合を示す。本配合は，過去の経験に基づき一軸圧縮強度 500 

kN/m2 程度を確保する意図で設定した。実験手順は以下の通りである。 

i) 乾燥状態のカオリン粘土と珪砂 5 号を混合し，水を加えた後，ハンドミキサーで 5 分攪拌混合し，

泥水を作製した。 

ii) 高炉セメント B 種にセメント用水を加え，ケンミックスミキサーで 1 分攪拌混合してセメントスラ

リーを作製した。 

iii) 上記 i) の泥水に，上記 ii) のセメントスラリーを投入した後，ミキサーで 1 分間攪拌混合して固化

改良土を作製した。 

iv) 原位置挿入型測定用に，内径 300 mm のボイド管中央部に外径 120 mm の塩ビ管を設置しその周辺に

上記 3 の固化改良土を打設した。 

v) 合わせて上記 iii) の固化改良土をモールドに詰め，机上型針貫入試験用供試体を作製した。 

原位置挿入型測定供試体については，材齢 1 日で中央部の塩ビ管を引抜くことで調査孔を確保した。試

験を行う 7 日材齢まで，濡れたウェスを設置して乾燥を防止した。 
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表 4.3.1 固化改良土の配合 

 
 

3） 実験結果 

図 4.3.4 に CCD カメラで撮影した針貫入時の映像の一例を示す。これらの映像より原位置挿入型によ

る針貫入は正常に稼働し，今回準備した模擬調査孔に対しては良好な動作性を確認した。 

図 4.3.5 に a) 原位置挿入型および b) 机上型で測定した貫入荷重の例を示す。ここで，机上型について

は，貫入針の先端を供試体表面上にセットしてから貫入を開始するため，図 4.3.5 b) に示すように貫入

開始から 10 mm までが貫入長さとなる。一方，原位置挿入型では，貫入針を装置内にセットバックさせ

た状態から孔壁に向けて前進させる。そのため，図 4.3.5 a) に示すように貫入抵抗を感知しない 1 mm 程

度の区間を含み，貫入抵抗を特定する 10 mm の貫入深さは同図のように設定している。今回の検証実験

を通して 1 測点あたり 72 秒の作業時間で測定できることを確認し，原位置改良地盤を対象に迅速な多点

測定が可能であることを確認した。 

 

  
a) 貫入前 b) 貫入中 

図 4.3.4 針貫入時の映像 

 

  

添加量 単位 配合量 合計

カオリン粘土 571 kg

珪砂5号 245 kg

水 571 L

高炉セメントB種 139 kg

水 83 L

【密度】 カオリン粘土：2.75g/cm
3

珪砂5号：2.67g/cm
3

高炉セメントB種：3.04g/cm
3

材料名

871L

129L

1m
3

泥水

セメント
スラリー



 

39 

  
a) 原位置挿入型 b) 机上型 

図 4.3.5 針貫入時の映像 

 

 図 4.3.6 に各試験器で測定した Npの深度分布を示す。原位置挿入型，机上型での Np は，共通して 2～

3 N/mm が支配的であるが，原位置挿入型の 650 mm 以深では 1～2 N/mm の範囲にも分布が拡大してい

るように見える。この原因を調査するため，CCD カメラで撮影した映像を全測定について見直したとこ

ろ，孔壁表面において図 4.3.7 に示すようなくぼみや空隙を多数確認した。これらは図 4.3.6 a) に矢印

で示した 650 mm 以深の多くで確認されたことから，ボイド管の深部でセメント改良土の充填および締

固め不足となり Np の低下につながったと考えられる。 

 

 
  

a) 原位置挿入型 b) 机上型（No.1 供試体） c) 机上型（No.2 供試体） 

図 4.3.6 Npの深度分布 
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a) 深度 670mm 地点 b) 深度 890mm 地点 

図 4.3.7 CCD カメラで確認したくぼみや空隙の映像 

 
 

以上を受けて原位置挿入型の 650 mm 以深の Npを棄却してデータの再整理を行い，図 4.3.8 に示す密

度分布を得た。ここで，縦軸は頻度を全測定数で除した密度の分布を表記している。原位置挿入型，机

上型でデータの分布幅は整合し，原位置挿入型で得た 40 点の変動係数は 0.139，机上型 2 供試体で得た

各 25 点の変動係数は 0.115，0.082 で比較的近い水準となった。以上から，原位置挿入型は机上型と大

きな相違なく Np を測定できるとの判断に至った。 

 

 

 
図 4.3.8 Np測定結果の頻度分布 
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4.4  自動測定システムの開発 

 前節 4.3 において，原位置挿入型針貫入試験装置の測定効率および測定精度を確認した。本節では測定

の省力化・省人化に向けて，人が現場に常駐することなく全自動での多点測定を実現するとともに，装置

の運搬や現場での移動など，あらゆる場面において担当者一人での対応を可能とすることを念頭に以下

の開発を行った。 

 

4.4.1  吊下げ・制御装置の開発4) 

 図 4.4.1 に測定時および移動時の装置全景を示す。吊下げ装置の特徴は以下の通りである。 

 貫入装置を吊下げるワイヤーや通信ケーブルの巻き取りドラムと，貫入装置の昇降・針貫入試験等

のシーケンス制御やロードセルデータ・貫入量等の測定データを管理する制御盤を組立て・収納式

とすることでパッケージ化し，運搬性の高い構造とした。 

 装置全体と台車を一体化することで，現場内において測定箇所へ一人で移動できる形とした。 

 従来は AC 電源が必須で数十 m ケーブルを這わせるなどの対応が必要であったが，汎用バッテリー

駆動での測定を可能とした。 

 

 
図 4.4.1 測定時および運搬時の装置全景 
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4.4.2  制御プログラムの開発 4) 

 測定開始前に深度方向の測定間隔や同一深度での回転条件等を設定することで，その後は全て自動で

測定を行うプログラムを構築した。図 4.4.2 に示すように，以下の流れにて自動測定を行う。 

i) 測定孔内にて所定深度まで貫入装置を降下させる。 

ii) 反力アームを出し貫入装置を孔内に固定する。 

iii) 貫入速度 20 mm/min にて孔壁に針を 10 mm 貫入する。 

iv) 貫入完了後，針を引き抜き反力アームを格納して固定を解除する。 

v) 同一深度で複数回測定する場合は，最初に設定した回転間隔に則して貫入装置を回転させ，ii)～iv)

を繰り返す。 

vi) 同一深度における所定数の測定完了後，最初に設定した深度方向の測定間隔に則して貫入装置を降

下させ，ii)～vi)を繰り返す。 

 

 
図 4.4.2 自動測定フロー 
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4.5  現場適用 

 本節では，前節までに示した原位置挿入型針貫入試験装置を高圧噴射撹拌改良工法および機械撹拌改

良工法で造成した固化改良地盤に適用し，本装置の使用性や有用性を検証した事例について述べる。 

4.5.1  高圧噴射撹拌改良工法 

1） 現場概要5) 

 測定対象は，耐震補強を目的とした跨線橋更新工事において地耐力向上のために高圧噴射撹拌工法を

実施した固化改良体である。改良対象地盤は図 4.5.1 に示すように，表層から埋土層（層厚 1.8 m），シル

ト層（以下 Ac 層，層厚 0.9 m，N=1），シルト混じり砂層（以下 As 層，層厚 2.2 m，4≦N≦10），砂質シ

ルト層（以下 Ac-s 層，層厚 1.5 m，7≦N≦13）であり，本工事では埋土層下の Ac 層から Ac-s 層までの

4.6 m とその下の支持層 0.2 m を併せた 4.8 m の区間に，直径 2.0 m の改良体を改良率 78.5%で合計 64 体

造成した。なお，改良率は式(4.1)にて算出した。 

𝑎௣ ൌ
𝐴௣

𝑑ଵ ∙ 𝑑ଶ
ൈ 100 (4.1) 

ここで，ap：改良率（%） 

Ap：改良体 1 本の改良面積 

d1・d2：改良体の配置間隔 

 

 
図 4.5.1 改良対象地盤の概念図 
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2） 実施手順 

 実施手順は以下の通りである。 

i) 改良体中心から半径方向 500 mm 離れの位置にて直径 110 mm のコアボーリングを行い，コア試料の

採取と原位置測定用の孔を造成した（図 4.5.2 中の 1））。 

ii) 材齢 28 日で孔内水位以浅の地盤改良区間（G.L.-2.0 m～4.3 m）において，深度方向に 20 mm 間隔，

1 深度 1 測点で原位置挿入型針貫入試験を行った（図 4.5.2 中の 2））。 

iii) ii) にて採取したコア試料から，深度方向に約 500 mm の間隔で直径 110 mm×高さ 100 mm の供試体

を 5 体抽出した。材齢 64 日に外周部で等間隔に 25 点の針貫入試験を行った後，外周部をトリミン

グして直径 50 mm の供試体として一軸圧縮試験を行い，取得した一軸圧縮強さ qu と針貫入勾配 Np

に基づき相関式を求めた（図 4.5.2 中の 3））。 

iv) iii) 以外の箇所から高さ 100 mm の供試体を 8 体抽出し，直径 50 mm に整形して一軸圧縮試験を行

い（図 4.5.2 中の 4）），ii)で取得した原位置挿入型針貫入試験結果と比較した（図 4.5.2 中の 5））。 

 

 
図 4.5.2 実施手順 
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3） 測定結果 

 図 4.5.3 に針貫入勾配 Np，Np から一軸圧縮強さ qu に換算した深度分布および一軸圧縮試験の結果を示

す。当該現場では評価対象を限定した強度評価を採用し，2)実施手順 iii) にて算出した以下の相関式(4.2)

を用いた（図 4.5.2 3）参照）。 

logሺ𝑞௨ሻ ൌ 0.602 ∙ log൫𝑁௣൯ ൅ 2.785 (4.2) 

その結果，いずれの深度においても換算 qu は目標強度 1,00 0kN/m2 を上回っており，局所的な弱部は確

認されなかった。Ac 層部と As 層部の分布を比較すると，As 層部の方がばらつきが大きい傾向にある。

図 4.5.4 に示す CCD カメラの撮影映像より，As 層部において 10～30 mm 大の黒土が点在する様子が確

認され，この黒土部分に針を貫入したと想定されるデータが混在することにより As 層部の測定値のばら

つきに影響を及ぼしたと考えられる。図 4.5.3 より原位置挿入型針貫入試験に基づく換算 qu と一軸圧縮

試験による実測 qu を比較すると，材齢の違いはあるものの深度方向の分布傾向はほぼ整合していた。ま

た，全自動測定にて全 115 点の強度データを約 2 時間で取得できた。本現場での測定を通して，開発装

置の使用性に問題はなく，多点測定により効率的に固化改良地盤の詳細な強度分布や性状が把握出来る

ことを確認した。 

  
a) 原位置 Np b) 換算 qu および実測 qu 

図 4.5.3 強度の深度分布 

 

 
図 4.5.4 CCD カメラの映像（As 層）  
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4.5.2  機械撹拌改良工法（その１） 

1） 現場概要6) 

測定対象は，調整池工事において図 4.5.5 のように機械撹拌改良工法（GI コラム工法7））を実施した固

化改良体である。本工事では，近接施工による既設構造物の変状発生が懸念されたことから，改良体の若

材齢（材齢 3 日）強度の確保が重要とされた。そこで試験施工にて，若材齢時における固化改良体の深度

方向の強度分布を把握することとした。対象地盤は，図 4.5.6 のように表層からローム層（層厚 2.0 m，

N 値 5 程度），粘性土層（層厚 13.5 m，0≦N≦9），その下部の砂質土層（N 値 20 以上）であり，本工事で

はローム層を先行掘削した後，粘性土層に対して直径 1.0 m，深さ全長 15.6 m の改良体を造成した。な

お，図 4.5.6 の柱状図は試験施工箇所より 100m 程度離れた地点のボーリングデータを参照しているため，

層厚が異なることに留意する。 

 

 
図 4.5.5 機械撹拌改良工法（GI コラム工法）による地盤改良の様子 

 

 
図 4.5.6 対象地盤の概念図  
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2） 実施手順8) 

 実施手順は以下の通りである。 

i) 改良体造成翌日（材齢 1 日），改良体中心から 250 mm の位置において，ロータリーパーカッション

を用いて直径 116 mm の測定孔を造成した。（図 4.5.7） 

ii) 材齢 3 日において，G.L.-0.4 m～G.L.-5.0 m までは深度方向に 100 mm 間隔，G.L.-5.0 m～G.L.-10.0 m

までは 500 mm間隔，いずれも 1深度 1測点の条件にて原位置挿入型針貫入試験を行った。（図 4.5.8） 

iii) 当該改良体の造成時に別途採取したウェットサンプリング試料を用い材齢 3 日にて一軸圧縮試験を

行い，ii) で取得した原位置挿入型針貫入試験結果と比較した。 

 

 

 
図 4.5.7 測定孔の造成 図 4.5.8 原位置挿入型針貫入試験 
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3） 測定結果 8) 

図 4.5.9 に，原位置で材齢 3 日に測定した針貫入勾配 Np，Np から一軸圧縮強さ qu に換算した深度分布，

およびウェットサンプリング試料を対象に同一材齢で一軸圧縮試験を行った結果を示す。なお，本現場

では評価対象を限定しない強度評価を採用し，図 3.3.6 に提示した相関式(3.1)を用いた。 

logሺ𝑞௨ሻ ൌ 0.978 ∙ log൫𝑁௣൯ ൅ 2.621 (3.1) 

ウェットサンプリング試料から求めた実測 quと同深度の換算 quを比較すると両者は概ね整合する傾向を

示しており，本現場においても原位置挿入型針貫入試験による強度評価の妥当性を示す結果を得た。ま

た図 4.5.9 より，材齢 3 日の原位置挿入型針貫入試験に基づく換算 qu は，いずれの深度においても目標

強度 qu＝230 kN/m2 を上回る結果となった。この結果から，若材齢時において深度方向に目標強度を満足

する見通しを得ることができ，本装置を用いて詳細な強度把握の実用性を確認した。 

 

  
a) 原位置 Np b) 換算 qu および実測 qu 

図 4.5.9 強度の深度分布 
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4.5.3  機械撹拌改良工法（その２） 

1） 現場概要 

 測定対象は，海成粘土（有明粘土）地盤に図 4.5.10 のように機械撹拌改良工法（テノコラム工法9））を

実施した改良体である。現場近郊で実施された調査ボーリングの結果から，地盤は表層から盛土層（層厚

1.0 m），蓮池層上部粘性土層（層厚 1.1 m），有明粘土層（層厚 7.6 m），蓮池層上部粘性土層（層厚 0.55 m）

で構成されており，いずれの土質も軟らかく，特に蓮池層上部粘性土層および有明粘土層は親指を 25 mm

以上押し込めるほど非常に軟らかい。本現場では，固化改良地盤の強度やばらつき等を多角的に分析・検

証することを目的に，表 4.5.1 に示す施工仕様にて直径 1.2 m，改良長 6.0 m の改良体を計 5 体造成した。 

 

 
図 4.5.10 機械撹拌改良工法（テノコラム工法）による地盤改良の様子 

 

表 4.5.1 各測定結果 

Case 

 

コラム 

No. 

C 

(kg/m3) 

W/C 

(%) 

掘削 

速度 

(m/min) 

引上 

速度 

(m/min) 

rpm 

(回/min) 

単位長さ

あたりの

撹拌回数 

(回/m) 

撹拌翼 

形状 
備考 

1 120 100 0.5 1.0 25 450 A 

撹拌回数によるばら

つきの違いをCase2と

比較 

2 120 100 0.5 1.0 35 630 A 

 

標準ケース 

 

3 120 100 0.5 1.0 35 630 B 

撹拌翼形状によるば

らつきの違いを Case2

と比較 

4 120 150 0.5 1.0 25 450 A 

W/C の増加による強

度やばらつきの違い

を Case1 と比較 

5 120 150 0.5 1.0 35 630 A 

W/C の増加による強

度やばらつきの違い

を Case2 と比較 



 

50 

2） 実施手順 

 実施手順は以下の通りである。 

i) 改良体中心から半径方向 300 mm 離れの位置にて直径 110 mm のコアボーリングを行い，コア試料の

採取と原位置測定用の孔を造成した。 

ii) 材齢 25～27 日で孔内水位以浅において，深度方向に 50 mm 間隔，1 深度 1 測点で原位置挿入型針貫

入試験を行った（図 4.5.11 ii）および図 4.5.12）。 

iii) i) にて採取したコア試料を対象に，携行型針貫入試験器にて深度方向に 50 mm 間隔で針貫入試験を

行った（図 4.5.11 iii）および図 4.5.13）。なお，今回はダイヤルゲージで貫入荷重を読み取る「ダイ

ヤル型」試験器10)を採用した。 

iv) iii) を実施した側線とは異なる側線において，机上型針貫入試験器にて深度方向に 50 mm 間隔で針

貫入試験を行った（図 4.5.11 iv））。 

v) iv) の試料から直径 110 mm×高さ 100 mm の供試体を可能な限り抽出し，一軸圧縮試験を行った（図 

4.5.11 v））。 

vi) iii) 机上型による針貫入勾配 Np と v) 一軸圧縮強さ qu に基づき相関式を求めた。 

vii) 各改良体について，ii) 原位置挿入型針貫入試験，iii) ダイヤル型針貫入試験，iv) 机上型針貫入試験

および v) 一軸圧縮試験の結果を比較した。 

 

 
図 4.5.11 実施手順の概念図 
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図 4.5.12 原位置挿入型針貫入試験 

  
図 4.5.13 ダイヤル型針貫入試験 
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3） 測定結果 

図 4.5.14 に各改良体における，原位置挿入型，携行型および机上型で測定した Np の深度分布を示す。

本現場では G.L.-3.0～-4.0m 付近に砂混じりの層が確認されており，いずれの改良体においても当該深度

で Np が比較的大きくなる傾向を示した。各試験結果を比較すると，Case-2，3，5 ではいずれの Np 分布も

概ね整合するが，Case-1，4 については採取試料を対象とした携行型および机上型による Np が，原位置地

盤を対象とした原位置挿入型による Np に比べて全体的に小さい傾向を示した。試料採取を行う際，掘削

時の機械的攪乱，応力開放による体積変化や応力変化によるせん断変形等の要因で試料が乱れることが

指摘されている11)。今回，Case-1，4 は他ケースに比べて単位長さあたりの撹拌回数が少ないため，改良

地盤強度の空間的ばらつきが大きくなったことで上記要因による試料採取時の乱れも大きくなり，原位

置強度に比べて小さい値を示す結果になったと考えられる。本結果を踏まえると，原位置挿入型針貫入

試験は試料採取に伴う乱れの影響を受けやすい従来の強度試験方法に比べて，より実態に即した強度を

把握することが可能な点で有用性が高いといえる。 

   
a) Case-1 b) Case-2 c) Case-3 

  

 

d) Case-4 e) Case-5  

図 4.5.14 針貫入勾配 Np の深度分布  
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 図 4.5.15 に，同一深度で取得した机上型による Np と一軸圧縮試験で得た実測 qu の関係を示す。この

関係から以下の相関式(4.3)を算出した。 

𝑞௨ ൌ 216.17 ∙ 𝑁௣ ൅ 528.73 (4.3) 

 

 
図 4.5.15 本現場における机上型 Np と実測 quの関係 

 

 また，有明粘土を対象とした固化改良土の既往の強度評価12)において，図 4.5.16 に示すような Np と qu

の相関式(4.4)も提案されている。ただし，Np の単位は N/cm である。 

𝑞௨ ൌ 41.8 ∙ 𝑁௣ െ 4 (4.4) 

 

 
図 4.5.16 既往の強度評価における Np と実測 qu の関係 12) 
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図 4.5.17 に相関式(4.3)，図 4.5.18 に相関式(4.4)を用いて各針貫入試験結果を換算した qu と，一軸圧縮

試験から求めた実測 qu の深度分布を，図 4.5.19～図 4.5.24 に各試験による換算 qu と実測 qu の相対誤差

の関係および頻度分布を示す。なお，頻度分布のグラフ内に明記した「平均絶対誤差」は，サンプル数や

スケールが異なるデータの予測精度を評価する上で有用な指標で，下式にて算出される。 

ቀ平均絶対誤差ሺ%ሻቁ ൌ
100

データ数𝑁
෍ อ

൫換算𝑞௨ െ実測𝑞௨൯

実測𝑞௨
อ

ே

௜ୀଵ
 (4.5) 

 

 

   
a) Case-1 b) Case-2 c) Case-3 

  

 

d) Case-4 e) Case-5  

図 4.5.17 相関式(4.3)に基づく換算 qu と実測 qu の深度分布 
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a) Case-1 b) Case-2 c) Case-3 

  

 

d) Case-4 e) Case-5  

図 4.5.18 相関式(4.4)に基づく換算 qu と実測 qu の深度分布 
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a) 相関式(4.3) b) 相関式(4.4) 

図 4.5.19 各相関式に基づく換算 qu と実測 qu の関係（原位置挿入型） 

 
 

a) 相関式(4.3) b) 相関式(4.4) 

図 4.5.20 各相関式に基づく換算 qu と実測 qu の相対誤差の頻度分布（原位置挿入型） 
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a) 相関式(4.3) b) 相関式(4.4) 

図 4.5.21 各相関式に基づく換算 qu と実測 qu の関係（携行型） 

  
a) 相関式(4.3) b) 相関式(4.4) 

図 4.5.22 各相関式に基づく換算 qu と実測 qu の相対誤差の頻度分布（携行型） 
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a) 相関式(4.3) b) 相関式(4.4) 

図 4.5.23 各相関式に基づく換算 qu と実測 qu の関係（机上型） 

  
a) 相関式(4.3) b) 相関式(4.4) 

図 4.5.24 各相関式に基づく換算 qu と実測 qu の相対誤差の頻度分布（机上型） 

 

図 4.5.17 および図 4.5.18 にて分布を比較すると，相関式(4.3)から換算した qu の方が深度方向の変化 

が緩やかとなったが，これは相関式(4.3)の傾きが相関式(4.4)に比べて小さいことに起因すると考えられ

る。図 4.5.19～図 4.5.24 にて誤差を比較すると，いずれの針貫入試験においても相関式(4.3)の方が相対

誤差および平均絶対誤差が小さい結果となった。相関式(4.3)の決定係数 R2 は 0.43 と高くないものの，当

該現場で採取した試料限りでは実測 qu との差異が小さく，より精度の高い強度推定を行えることが示唆

された。 

なお，本節にまとめた現場適用における強度推定では，現場関係者の意向に応じて強度推定式を選定

し，その結果をまとめた。次節では 3 章で提案した強度推定方法を導入し，その有効性を検証する。 
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4.6  提案強度評価方法の検証 

本節では，3 章で提案した強度評価方法の有効性を確認するため，前節 4.5 の現場適用で取得した針貫

入勾配 Np データを基に既往の強度評価方法と比較する。 

4.6.1  方針 

 本研究で提案した強度推定方法は，3.6.1 節 図 3.6.1 に示したように評価供試体（d100 mm×h100 mm）

の外周部を対象に等間隔（深度方向に約 20mm 間隔，円周方向に 72°間隔）に計 25 点の Np を測定し，

その 25 点の平均値 Np_aveおよび変動係数 Np_cov から推定式(3.5)を算定している。 

logሺ𝑞௨ሻ ൌ 0.896 ∙ log൫𝑁௣_௔௩௘൯ ൅ 2.560 െ 2.071 ∙ ൫𝑁௣_௖௢௩൯
ଵ.଼଺ଷ

 (3.5) 

一方，前節 4.5 の現場適用事例では，深度方向に最小 20 mm，最大 500 mm 間隔，1 深度 1 測点で原位置

挿入型針貫入試験を行っており，上記の提案推定方法と Np データの取得方法が異なる。 

 そこで本節ではまず，評価区間を 100，200，300，400，500 mm の 5 段階設定して，各ケースの Np 平

均値 Np_ave および変動係数 Np_cov の分布や評価区間ごとの換算 qu と実測 qu の平均絶対誤差の推移を確認

する。上記結果を受けて，最適な評価区間を選定して既往の推定方法と提案推定方法に基づく換算 qu を

算出し，実測 qu との誤差比較を通して提案推定方法の有効性を検証する。 

 

4.6.2  最適な評価区間の選定 

今回，最小評価区間 100 mm に Npが 2 点以上ある「4.5.1 高圧噴射撹拌改良工法」および「4.5.3 機械撹

拌改良工法（その 2）」の適用事例を対象に，最適な評価区間の選定を行うこととした。図 4.6.1～図 4.6.18

に各ケースの原位置挿入型で得たNpの深度分布と評価区間ごとに算出した換算quと実測quの深度分布，

換算 qu と実測 qu の関係および両者の相対誤差の頻度分布を，図 4.6.19 および図 4.6.20 に各ケースの Np

平均値 Np_aveおよび変動係数 Np_cov の分布を，図 4.6.21 に評価区間ごとの平均絶対誤差の推移を示す。な

お，図 4.6.21 ではケースごとに評価区間 100 mm の平均絶対誤差で正規化した結果を示している。 

 まず，換算 qu の深度分布に着目すると，いずれのケースも評価区間の増加に伴い深度方向の換算 quの

変化が緩やかになった。換算 qu と実測 qu の相対誤差は，全体的に換算 qu が実測 qu より小さい～同強度

に分布する傾向を示しており，提案推定方法による強度換算が安全側の評価になりうることが示唆され

た。次に，Np_aveおよび変動係数 Np_covの分布に着目すると，Np_aveはいずれのケースにおいても評価区間

の増大に伴い深度方向の変化が小さくなり，Np_cov は一部深度を除いては評価区間の増大に伴い Np_cov も

増加する結果となった。ここで，機械撹拌改良で造成した固化改良土の Np_cov は 3 章の室内試験の結果

（表 3.6.1）から最大で 0.40 程度であるのに対し，図 4.6.20 に示す Np_cov の深度分布では評価区間の増大

に伴い Np_cov がこの値を超過する箇所が点在している。具体的には，機械撹拌改良工法の Case-3，G.L.-

4,725 mm 地点では評価区間 500 mm で Np_covが 0.40 を超過し，換算 qu は実測 quの 4 割程度と大幅な過小

評価になっている。また，図 4.6.21 より機械撹拌改良工法の Case-4 を除いては，いずれのケースも評価

区間の増大とともに換算 qu と実測 qu の平均絶対誤差が同程度または増大する傾向を示している。これら

の要因としては，評価区間を深度方向に長く取ることで，変動係数 Np_covに固化改良土そのものの空間的

ばらつきのみならず，地層構成や施工方法の違いに起因するばらつきも含まれたことが考えられる。こ

れらの結果から，本研究では最適な評価区間を「100 mm」に設定することとした。 
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a) Np b) 評価区間 100mm の換算 qu c) 評価区間 200mm の換算 qu 

   
d) 評価区間 300mm の換算 qu e) 評価区間 400mm の換算 qu f) 評価区間 500mm の換算 qu 

図 4.6.1 原位置挿入型で測定した Np および相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の深度分布 

（高圧噴射撹拌改良） 
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a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.2 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の関係（高圧噴射撹拌改良） 

 

a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.3 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の相対誤差の頻度分布（高圧噴射撹拌改良） 
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a) Np b) 評価区間 100mm の換算 qu c) 評価区間 200mm の換算 qu 

   
d) 評価区間 300mm の換算 qu e) 評価区間 400mm の換算 qu f) 評価区間 500mm の換算 qu 

図 4.6.4 原位置挿入型で測定した Np および相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の深度分布 

（機械撹拌改良 Case-1） 
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a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.5 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の関係（機械撹拌改良 Case-1） 

 

a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.6 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の相対誤差の頻度分布（機械撹拌改良 Case-1） 
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a) Np b) 評価区間 100mm の換算 qu c) 評価区間 200mm の換算 qu 

   
d) 評価区間 300mm の換算 qu e) 評価区間 400mm の換算 qu f) 評価区間 500mm の換算 qu 

図 4.6.7 原位置挿入型で測定した Np および相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の深度分布 

（機械撹拌改良 Case-2） 
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a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.8 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の関係（機械撹拌改良 Case-2） 

 

a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.9 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の相対誤差の頻度分布（機械撹拌改良 Case-2） 
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a) Np b) 評価区間 100mm の換算 qu c) 評価区間 200mm の換算 qu 

   
d) 評価区間 300mm の換算 qu e) 評価区間 400mm の換算 qu f) 評価区間 500mm の換算 qu 

図 4.6.10 原位置挿入型で測定した Np および相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の深度分布 

（機械撹拌改良 Case-3） 
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a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.11 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の関係（機械撹拌改良 Case-3） 

 

a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.12 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の相対誤差の頻度分布（機械撹拌改良 Case-3） 

 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

0 1000 2000 3000 4000

換
算
q u

実測qu

機械撹拌改良Case-3

評価区間100mm

提案推定式(3.5)

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

0 1000 2000 3000 4000

換
算
q u

実測qu

機械撹拌改良Case-3

評価区間200mm

提案推定式(3.5)

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

0 1000 2000 3000 4000

換
算
q u

実測qu

機械撹拌改良Case-3

評価区間300mm

提案推定式(3.5)

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

0 1000 2000 3000 4000

換
算
q u

実測qu

機械撹拌改良Case-3

評価区間400mm

提案推定式(3.5)

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

0 1000 2000 3000 4000

換
算
q u

実測qu

機械撹拌改良Case-3

評価区間500mm

提案推定式(3.5)

0

2

4

6

8

10

-1
50

~
-1

25

-1
25

~
-1

00

-1
00

~
-7

5

-7
5~

-5
0

-5
0~

-2
5

-2
5~

0

0~
25

25
~

50

50
~

75

75
~

10
0

10
0

~
12

5

12
5

~
15

0

頻
度

相対誤差(%)

相対誤差

±50%以内：88%
±30%以内：63%
±10%以内：25%
平均絶対誤差：31.6%

機械撹拌改良Case-3
評価区間100mm
提案推定式(3.5)

0

2

4

6

8

10

-1
50

~
-1

25

-1
25

~
-1

00

-1
00

~
-7

5

-7
5~

-5
0

-5
0~

-2
5

-2
5~

0

0
~

25

2
5~

5
0

5
0~

7
5

7
5~

1
0

0

1
00

~
1

25

1
25

~
1

50

頻
度

相対誤差(%)

相対誤差

±50%以内：75%
±30%以内：75%
±10%以内：13%
平均絶対誤差：33.7%

機械撹拌改良Case-3
評価区間200mm
提案推定式(3.5)

0

2

4

6

8

10
-1

50
~

-1
25

-1
25

~
-1

00

-1
00

~
-7

5

-7
5~

-5
0

-5
0~

-2
5

-2
5~

0

0
~

25

2
5~

5
0

5
0~

7
5

7
5~

1
0

0

1
00

~
1

25

1
25

~
1

50

頻
度

相対誤差(%)

相対誤差

±50%以内：75%
±30%以内：50%
±10%以内： 0%
平均絶対誤差：36.3%

機械撹拌改良Case-3
評価区間300mm
提案推定式(3.5)

0

2

4

6

8

10

-1
50

~
-1

25

-1
25

~
-1

00

-1
00

~
-7

5

-7
5~

-5
0

-5
0~

-2
5

-2
5~

0

0
~

25

2
5~

5
0

5
0~

7
5

7
5~

1
0

0

1
00

~
1

25

1
25

~
1

50

頻
度

相対誤差(%)

相対誤差

±50%以内：63%
±30%以内：50%
±10%以内： 25%
平均絶対誤差：38.3%

機械撹拌改良Case-3
評価区間400mm
提案推定式(3.5)

0

2

4

6

8

10

-1
50

~
-1

25

-1
25

~
-1

00

-1
00

~
-7

5

-7
5~

-5
0

-5
0~

-2
5

-2
5~

0

0
~

25

2
5~

5
0

5
0~

7
5

7
5~

1
0

0

1
00

~
1

25

1
25

~
1

50

頻
度

相対誤差(%)

相対誤差

±50%以内：63%
±30%以内：38%
±10%以内：25%
平均絶対誤差：40.1%

機械撹拌改良Case-3
評価区間500mm
提案推定式(3.5)



 

68 

   
a) Np b) 評価区間 100mm の換算 qu c) 評価区間 200mm の換算 qu 

   
d) 評価区間 300mm の換算 qu e) 評価区間 400mm の換算 qu f) 評価区間 500mm の換算 qu 

図 4.6.13 原位置挿入型で測定した Np および相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の深度分布 

（機械撹拌改良 Case-4） 
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a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.14 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の関係（機械撹拌改良 Case-4） 

 

a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.15 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の相対誤差の頻度分布（機械撹拌改良 Case-4） 
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a) Np b) 評価区間 100mm の換算 qu c) 評価区間 200mm の換算 qu 

   
d) 評価区間 300mm の換算 qu e) 評価区間 400mm の換算 qu f) 評価区間 500mm の換算 qu 

図 4.6.16 原位置挿入型で測定した Np および相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の深度分布 

（機械撹拌改良 Case-5） 
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a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.17 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の関係（機械撹拌改良 Case-5） 

 

a) 評価区間 100mm b) 評価区間 200mm c) 評価区間 300mm 

 

d) 評価区間 400mm e) 評価区間 500mm  

図 4.6.18 相関式(3.5)に基づく換算 qu と実測 qu の相対誤差の頻度分布（機械撹拌改良 Case-5） 
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a) 高圧噴射撹拌改良 b) 機械撹拌改良 Case-1 c) 機械撹拌改良 Case-2 

   
d) 機械撹拌改良 Case-3 e) 機械撹拌改良 Case-4 f) 機械撹拌改良 Case-5 

図 4.6.19 評価区間ごとの Np_aveの推移 
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a) 高圧噴射撹拌改良 b) 機械撹拌改良 Case-1 c) 機械撹拌改良 Case-2 

   
d) 機械撹拌改良 Case-3 e) 機械撹拌改良 Case-4 f) 機械撹拌改良 Case-5 

図 4.6.20 評価区間ごとの Np_cov の推移 
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図 4.6.21 評価区間ごとの平均絶対誤差の推移 

 

4.6.3  既往の推定方法との比較 

 前項を踏まえ，評価区間 100 mm において提案推定方法と既往推定方法に基づく換算 qu を算出し，両

者の比較を通して本提案法の有効性を検証することとした。 

図 4.6.22～図 4.6.27 に各深度分布，換算 qu と実測 qu の関係および相対誤差の頻度分布を示す。また，

相対誤差の頻度分布には平均絶対誤差の値も示している。いずれのケースにおいても，提案推定式(3.5)に

よる換算 quは実測 qu に比べて小さめから同程度に分布する傾向を，既往推定式(3.1)による換算 qu は同程

度から大きめに分布する傾向を示した。今回の事例においては，既往推定式(3.1)による強度推定では危険

側の評価にいたるおそれがある一方，提案推定式(3.5)によって強度の空間的ばらつきを考慮することで

安全側の評価になりうることが示唆された。また，機械撹拌改良工法 Case-2 を除いた全てのケースで提

案推定式(3.5)の平均絶対誤差が既往推定式(3.1)より小さい結果となった。特に，機械撹拌改良工法におい

て他ケースより撹拌回数を減らして意図的にばらつきをもたせた Case-1 および Case-4 においては，提案

推定式(3.5)を用いることで既往推定式(3.1)に比べて平均絶対誤差を 41%～53%低減できる結果を得た。こ
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実験誤差に起因するばらつき成分および統計的推定誤差に起因するばらつき成分で構成され，さらに一

軸圧縮強さに換算する際はその換算式の不確定性（バイアス）を考慮する必要があると考える13)。今後，

上記ばらつき成分および不確定性を整理・分析して，換算 qu およびそのばらつきを性能評価解析に適切
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a) 提案推定式(3.5) b) 既往推定式(3.1) 

図 4.6.22 高圧噴射撹拌改良工法における深度分布，換算 qu と実測 qu の関係，相対誤差の頻度分布 
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a) 提案推定式(3.5) b) 既往推定式(3.1) 

図 4.6.23 機械撹拌改良工法 Caes-1 における深度分布，換算 qu と実測 qu の関係，相対誤差の頻度分布 
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a) 提案推定式(3.5) b) 既往推定式(3.1) 

図 4.6.24 機械撹拌改良工法 Caes-2 における深度分布，換算 qu と実測 qu の関係，相対誤差の頻度分布 
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a) 提案推定式(3.5) b) 既往推定式(3.1) 

図 4.6.25 機械撹拌改良工法 Caes-3 における深度分布，換算 qu と実測 qu の関係，相対誤差の頻度分布 
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a) 提案推定式(3.5) b) 既往推定式(3.1) 

図 4.6.26 機械撹拌改良工法 Caes-4 における深度分布，換算 qu と実測 qu の関係，相対誤差の頻度分布 
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a) 提案推定式(3.5) b) 既往推定式(3.1) 

図 4.6.27 機械撹拌改良工法 Caes-5 における深度分布，換算 qu と実測 qu の関係，相対誤差の頻度分布 
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4.7  本章のまとめ 

 

本章では，3 章で構築した「高精度な固化改良土の一軸圧縮強度推定式」を実際のフィールドに適用で

き，かつ原位置での空間的ばらつきが評価可能な「原位置挿入型針貫入試験装置」の開発とその適用性検

証に関する一連の取組みについて述べた。以下に取組みの内容と結果，および得られた知見をまとめる。 

 

 現状の針貫入試験方法ではコアボーリングの実施や試料の運搬等相応の手間を要し，省力化の余

地があることを指摘した。そのうえで，「携行型装置」のような迅速さ，「机上型装置」のような精

確さを備えた形式として，原位置の測定孔内で機械制御により全自動で針貫入試験を行う「原位置

挿入型」装置の開発方針を示した。 

 上記開発方針に基づき，「原位置挿入型針貫入試験装置」の製作を行った。原位置固化改良地盤に

設けた測定孔を対象に機械制御で針貫入試験を実施し，貫入過程の荷重推移や貫入状況をリアル

タイムで確認できる機構とした。また，室内実験を通して 1 測点あたり 72 秒の作業時間で測定を

行えること，規定の試験法である机上型の測定結果と大きな相違なく針貫入抵抗 Np を測定できる

ことを確認し，開発装置の測定効率および測定精度の高さを実証した。 

 さらに，測定の省力化・省人化に向けて，吊下げ装置および制御プログラムを製作した。装置を吊

下げるワイヤーや通信ケーブル，制御盤等を一体化することで運搬性を向上させるとともに，バッ

テリーを搭載することで AC 電源対応が不要となり，移動および測定準備の省力化を実現した。ま

た，測定条件を設定後，針貫入試験，孔内移動およびデータ出力を全て自動で行う制御プログラム

を構築し，測定の省人化を実現した。 

 上記開発装置の使用性や有用性を検証するために，高圧噴射撹拌改良工法および機械撹拌改良工

法で造成した固化改良地盤の現場に適用した。まず高圧噴射撹拌改良の現場適用において，全自動

測定にて全 115 点の Np データを約 2 時間で取得でき，効率的な多点測定を実現した。次に GI コ

ラム工法による機械撹拌改良の現場適用においては，同深度で別途実施した一軸圧縮試験結果と

も整合したことから本開発装置による強度評価の妥当性を示すとともに，固化改良地盤の詳細な

強度把握の実用性も示した。さらにテノコラム工法による機械撹拌改良の現場適用においては，試

料採取に伴う乱れの影響を受けやすい従来の強度試験方法に比べ，原位置強度を測定する本開発

装置はより実態に則した強度を把握できる点で有意性が高いことを示した。 

 3 章で提案した強度推定方法の有効性を確認するために，上記現場測定データを基に最適な評価区

間を選定し，既往の強度推定方法と比較した。その結果，評価区間 100 mm において固化改良土の

空間的ばらつきを考慮した提案推定式は既往の推定式に比べて安全側の強度評価となること，特

に不均質性の高い固化改良土においてはより高い精度で強度を推定できることを確認し，提案推

定方法の有効性を実証した。 
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第 5 章 固化改良地盤の空間的不均質性を考慮した性能評価 

5.1  概説 

 本章では，詳細な強度データに基づく固化改良地盤の性能評価に関する研究の成果として，「固化改良

体の空間的ばらつきを考慮した盛土直下地盤の液状化後の残留変形解析」について述べる。まず，5.2 節

では地盤のばらつきに関する既往の研究について紹介し，本研究の方針について概説する。次に 5.3 節に

おいて，本研究で採用した液状化解析プログラムおよび解析条件について詳述する。そのうえで 5.4 節で

は，固化改良体のばらつき条件ごとの変形量や破壊モードの解析結果を整理し，これらの結果を基に空

間的ばらつきを考慮した性能評価解析の有効性を検証し，5.5 節で本章の成果を総括する。 

 

5.2  既往の研究および本研究の方針 

 地盤の不均質性を考慮した既往の研究として，宮田ら1)は地盤の物性値の空間的ばらつきを確率論的に

評価し，これに基づいて液状化による不同沈下を予測した。笠間ら2)は事前混合処理工法による固化改良

地盤において，室内強度と同じ配合条件で施工した固化改良地盤の原位置強度がばらつきを有しており，

室内試験強度を下回る割合が 3 割以上あることを示した。また，笠間ら3)は浸透固化処理地盤による改良

地盤を対象にせん断強度をランダム場理論で表現し，有限要素法とせん断強度低減法を使ったモンテカ

ルロシミュレーションにより強度の不均質性を考慮した支持力解析を行った。さらに，並河ら4)は深層混

合処理工法により構築された固化改良柱について，採取したコア供試体の qu の確率分布に対して正規分

布と対数正規分布の適合度の検定を行い，さらに確率分布の違いが実大改良柱の一軸圧縮強さに与える

影響を調べるためにシミュレーション解析を実施した。 

 これらの事例は，地盤の不均質性を考慮してより実態に則した高精度な評価を行うことが，実務的に

有用性が高いことを裏付けている。その一方で，これまでに固結工法による地盤改良工を対象とした実

務の設計検討においては，固化改良体に一律の物性値を与えて解析計算を行うことが多く，改良体要素

の物性にばらつきを与えた先行事例はない。そこで本研究では，4 章にて開発した「原位置挿入型針貫入

試験装置」による多点測定結果を踏まえて空間的ばらつきを与えた変形解析を行い，液状化対策を目的

とした固化改良体の空間的不均質性を考慮した性能評価の有効性を検証することとした。 

  



 

84 

5.3  性能評価解析条件 

 本節では，本研究で採用した解析プログラムや解析モデル，条件等について述べる。 

5.3.1  静的残留変形解析 

 本研究では，固結工法を用いた液状化対策に着目し，解析プログラムを選定した。 

液状化による地盤の変形量を予測する解析法は，地震時の地盤や構造物の挙動を時々刻々追跡できる

動的解析手法と，地震後の残留変形を静的に求める静的解析手法に大別される。動的解析手法は，液状化

の発生から変形まで厳密に挙動を再現できる反面，メモリ負荷や計算時間，パラメータ設定に熟練を要

する。一方，静的解析手法は構造物に作用する地震時慣性力が地盤の残留変形に及ぼす影響が小さいと

いう仮定のもと静的なつりあい式を解析して残留変形量を計算しており，動的解析手法に比べてメモリ

負荷や計算時間が少なく，パラメータ設定も簡易である。 

液状化地盤の残留変形量を算出する試みとして，安田らによる 2 次元静的解析プログラム ALID5)，堀

田ら6)による 2 次元残留沈下量評価法および小林・東畑7)による 2 次元液状化地盤流動解析法が挙げられ

る。ALID は，液状化した土の応力-ひずみ関係に応じたせん断剛性の低下および回復を考慮した「流動変

形」と，過剰間隙水圧消散に伴う「体積圧縮」の 2 つの現象について計算する。堀田らの評価法は，地盤

の補正 N 値から地震後の地盤に発生する残留体積ひずみを算定し，自重解析によりその残留体積ひずみ

を生じさせる等価剛性を与えて残留沈下量を計算する。小林・東畑の解析法は，土全体を粘性流体と捉

え，液状化土を等価なニュートン流体と仮定して残留変形量を算出する。 

いずれも簡便に残留変形量を算出できる手法であるが，小林ら8)は，その中でも河川堤防の設計実務9),10)

で標準的に用いられ，プログラムの普及度も高い ALID をベースとした 3 次元静的残留変形解析法を開

発した。本研究では，多数のシミュレーション解析を実施することを踏まえ，メモリ負荷や計算時間が少

なく，かつ将来的な 3 次元モデルでの検討を見据えて上記 3 次元静的残留変形解析法を採用することと

した。 

 本解析法は，ALID で用いられている解析手法を汎用の有限差分法解析プログラム FLAC3D に導入し

て，簡易に残留変形量を算定するものである。図 5.3.1 に解析フローを示す。まず，(1) 地盤や構造物を

モデル化し，(2) FLAC3D を用いて地震前の応力状態を求めるための初期自重解析を行い，地震前の応力

状態を求める。初期自重解析における地盤の構成モデルは，特に種類は問わないが，小林らは弾完全塑性

モデルを標準とし，せん断剛性 G0,i については安田ら11)を参照してせん断ひずみ 0.1%でのせん断剛性を

適用した。続いて，(3) 液状化層の流動変形と水圧消散に伴う地盤変位の計算で参照する液状化安全率 FL

を特定する。FL の算出は，a) 設計水平震度を用いた道路橋示方書12)の方法と，b) 地震応答解析で得られ

た地震時のせん断応力比と液状化強度比から求める方法から選択可能である。算出した FL をもとに(4) 

安田・稲垣のチャート（図 5.3.2）を用いて流動時のせん断剛性 G1 を求める。(5) 上記の流動変形時の物

性値を要素に付与して，FLAC3D で流動変形解析を行う。その後，(6) 石原・吉嶺のチャート13)（図 5.3.3）

を用いて，流動変形解析後の有効応力から地震前の有効応力に回復するまでに，所定の残留体積ひずみ

が発生するような体積弾性係数を設定する。(7) 求められた物性値を各要素に付与し，FLAC3D で過剰間

隙水圧消散に伴う体積圧縮解析を行う。最後に，流動変形と水圧消散による各地盤変形量を合算して地

盤の残留変形量を算出する。 
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図 5.3.1  解析フロー 

 

  
図 5.3.2 安田・稲垣によるチャート 

（文献 11)より抜粋の上転記） 

図 5.3.3 石原・吉嶺によるチャート 

（文献 13）より抜粋の上転記） 

 

 

  

(1) 解析モデル作成 (FLAC3D)

(2) 初期自重解析 (FLAC3D)

(4) 流動時のせん断剛性の算出
(安田・稲垣の方法による)

(5) 流動変形計算 (FLAC3D)

(6) 過剰間隙水圧消散時の体積弾性係数の算出
(石原・吉嶺の方法による)

(7) 過剰間隙水圧消散に伴う体積圧縮沈下計算 (FLAC3D)

(8) 残留変形量の計算・出力

(3) 液状化安全率FLの算出
a) 設計水平震度を用いた道路橋示方書の方法
b) 地震応答解析による地震時せん断応力から求める方法
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5.3.2  盛土および地盤モデル 

 本研究では，液状化による被災事例が多く，実験および解析的アプローチによる検討が多くなされて

いる「河川堤防」を対象に，盛土直下地盤の液状化対策工をモデル化することとした。 

 

図 5.3.4 に解析モデルを，表 5.3.1 に地盤構成および解析に用いた物性値を示す。解析モデルは文献14)

を参照し，盛土高さ 5.0 m，天端幅 3.0 m，法面勾配 1:2.0 とした。紙面の都合上盛土近傍のみ表示してい

るが，自由地盤幅は盛土底部の幅 23.0 m の約 5 倍設け，側面境界は鉛直ローラー，底面境界は完全固定

とした。各物性値は文献15)に基づき設定し，砂質土層（液状化層）は細粒分含有率 Fcが 10%未満，N 値

が 7 程度を想定して文献16)に基づき液状化強度比 RL = 0.25 とした．地下水位は G.L.±0.0 m，地表面にお

ける水平震度 khg0 = 0.40（レベル 2-1 地震動）とし，地震時せん断応力比 L は式(5.1)にて算出した。 

𝐿 ൌ 𝑘௛௚ ∙ 𝜎௭଴ 𝜎௭଴
ᇱൗ  (5.1) 

𝜎௭଴：鉛直方向の全応力，𝜎௭଴
ᇱ ：鉛直方向の有効応力  

             𝑧 ൒ 0   𝑘௛௚ ൌ 𝑘௛௚଴ (5.2) 

𝑧 ൏ 0   𝑘௛௚ ൌ 𝑘௛௚଴ሺ1.0 െ 0.015𝑧ሻ (5.3) 

液状化層の構成則は，初期自重解析では Mohr-Coulomb モデル，流動変形解析では ALID モデル，水圧

消散解析では線形弾性モデルとした。盛土および非液状化層の構成則は，全ての解析において Mohr-

Coulomb モデルおよび線形弾性モデルとした。 
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図 5.3.4 解析モデル 

 

表 5.3.1 地盤構成および物性値 

 

モデル
湿潤密度

ρ t (g/cm3)
相対密度

D r (%)
粘着力

c (kN/m2)

内部
摩擦角
φ(度)

ポアソン比
ν

初期せん

断剛性G 0

(kN/m2)

せん断

剛性G i

(kN/m2)

盛土 2.0 95 5 43 0.333 1.0×105 2.4×104

液状化層 1.4 70 0 38 0.333 5.0×104 1.4×104

非液状化層 1.6 - - - 0.333 1.1×105 3.3×104
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5.3.3  固化改良体モデル 

 本モデルでは，固結工法によるブロック状改良体（改良率 100%）を想定し，文献 15)，16)に基づき両

法尻直下に幅 6.0 m，長さ 9.0 m（うち根入れ深さ 1.0 m）の改良体を配した。本検討では，固化改良体の

平均一軸圧縮強さ𝑞௨തതതを 500，750，1,000，1,250，1,500，1,750，2,000 kN/m2 の 7 水準，変動係数 COV を図 

5.3.5 に示すように 0.2，0.4，0.6 の 3 水準設けることとした。 

 

 
a) COV=0.2 

 
b) COV=0.4 

 
c) COV=0.6 

図 5.3.5 固化改良体の物性値にばらつきを与えた解析モデル  



 

89 

 実態に則した固化改良地盤の空間的不均質性を再現するために，4 章で開発した「原位置挿入型針貫入

試験装置」にて取得した現場測定データのうち，深度方向の測定間隔が 20 mm と最も細かい 4.5.1 項「高

圧噴射撹拌改良工法」の多点針貫入勾配 Np の分布を採用し，確率密度関数および自己相関距離を算出し

た。確率密度関数については，カイ二乗検定を行ったところ対数正規分布に適合する結果を得たことか

ら，本解析における強度の確率密度関数に対数正規分布を採用することとした。具体的には，𝑞௨തതതと COV

から計算される対数平均値と対数変動係数を有する正規分布に従う乱数を生じさせることで一軸圧縮強

さ qu を計算した。空間的な自己相関性を考慮するための自己相関係数について，図 5.3.6 に鉛直方向の

間隔と自己相関係数を整理した結果を，図 5.3.7 に自己相関距離の頻度分布を示す。これらの図より固化

改良体の Npの自己相関距離は 0.2 m であったことから，本解析では自己相関距離を鉛直・水平ともに 0.2m

としてコレスキー分解を用いた mid-point 法17)により各要素の qu を算出した。 

 

 
図 5.3.6 原位置挿入型針貫入試験による Np の自己相関係数 

 

  
a) 0.0m～10.0m 区間 b) 0.0m～1.0m 区間 

図 5.3.7 自己相関距離の頻度分布  
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 改良体の構成則は Mohr-Coulomb モデルとし，各要素の物性値は文献18)，19)に基づき下式で変換を行

った。 

粘着力𝑐 ൌ 𝑞௨ 2⁄  (5.4) 

引張力𝑐 ൌ 𝑞௨ 10⁄  (5.5) 

変形係数𝐸 ൌ 108.95𝑞௨ ൅ 85.388  (5.6) 

せん断剛性𝐺 ൌ 𝐸 2ሺ1 ൅ 𝜈⁄ ሻ (5.7) 

 

なお，ρt = 1.9 g/cm3，ν = 0.35 とした。 

今回の解析では，表 5.3.2 に示すように各𝑞௨തതതおよび COV の条件に対してそれぞれ 20 パターンの空間的

な不均質性を発現させ，計 420 ケースの変形解析を実施した。また，各𝑞௨തതതにおいてばらつきを考慮しな

いモデル（COV = 0.0）についても別途変形解析を行った。なお，表には参考までに，各ケースの代表例

における quの最大値と最小値も示す。 

 

表 5.3.2 各𝑞௨തതതおよび COV の条件 

平均一

軸圧縮

強さ𝑞௨തതത 

(kN/m2) 

変動 

係数 

COV 

解析 

ケース

数 

最大

qu(kN/m2) 

最小

qu(kN/m2) 

平均一

軸圧縮

強さ𝑞௨തതത 

(kN/m2) 

変動 

係数 

COV 

解析 

ケース

数 

最大

qu(kN/m2) 

最小

qu(kN/m2) 

500 

0.0 1 500 500 

1,500 

0.0 1 1,500 1,500 

0.2 20 896 242 0.2 20 2,474 781 

0.4 20 1,513 114 0.4 20 3,856 362 

0.6 20 2,371 51 0.6 20 7,377 156 

750 

0.0 1 750 750 

1,750 

0.0 1 1,750 1,750 

0.2 20 1,370 375 0.2 20 2,886 911 

0.4 20 2,129 238 0.4 20 4,499 422 

0.6 20 3,474 149 0.6 20 7,938 307 

1,000 

0.0 1 1,000 1,000 

2,000 

0.0 1 2,000 2,000 

0.2 20 1,935 544 0.2 20 3,870 1,088 

0.4 20 3,122 237 0.4 20 5,142 483 

0.6 20 4,536 175 0.6 20 9,482 203 

1,250 

0.0 1 1,250 1,250      

0.2 20 2,062 651      

0.4 20 3,253 305      

0.6 20 5,901 253      
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5.4  性能評価解析結果 

 本節では，各ケースの変形図および塑性破壊の結果を整理し，塑性破壊率や変形量とばらつきの関係

から空間的不均質性を考慮した性能評価の有用性を検証する。 

5.4.1  変形および塑性破壊 

 図 5.4.1 に FL 分布図を示す。盛土直下地盤では FL = 0.34～0.60 の範囲に分布し，深度が深いほど，ま

た同一深度では上載圧が小さいいほど FLが小さい傾向を示した。 

 図 5.4.2 に各平均一軸圧縮強さ𝑞௨തതതおよび変動係数 COV における盛土天端沈下量の平均値𝜇௦と解析回数

の関係を示す。𝜇௦は以下の式(5.8)で算出しており，𝑠௜は解析回数 i 回目の天端沈下量である。 

盛土天端沈下量の平均値𝜇௦ ൌ෍ 𝑠௜ 𝑛⁄
௡

௜ୀଵ
 (5.8) 

図より，いずれの条件も 20 回計算で𝜇௦が一定値に収束していることがわかる。なお，全条件のうち𝑞௨തതത 

= 1,250 kN/m2，変動係数 COV = 0.6 の条件が各解析における𝜇௦のばらつきが最も大きかったため，別途

100 回計算して𝜇௦の収束状況を確認したところ 20 回計算で一定値に収束していたことから，本研究では

解析回数 20 回で十分な統計値が得られると判断した(図 5.4.2 中の h))。 

図 5.4.3～図 5.4.9 に各平均一軸圧縮強さ𝑞௨തതതおよび変動係数 COV における変形図（変形倍率 1 倍）およ

び改良体の塑性破壊図を示す。これらの図より，𝑞௨തതതが増加するにつれて変形が小さく，塑性破壊の要素数

が低減する結果となった。また，いずれの𝑞௨തതതにおいても COV が大きいほど液状化地盤の水平変位量や盛

土天端沈下量が大きく，塑性破壊の要素数も増大する傾向を示した。本研究における液状化対策工モデ

ルでは，液状化地盤の側方流動の影響により改良体の根入れ付近で曲げモーメントによる引張破壊が発

生している。改良体強度の COV が大きいほど引張破壊の発生が下部から上部に広がっており，これに伴

って側方流動に対する抵抗力が低減したことが，液状化地盤の水平変位量および盛土天端沈下量の増大

につながったと考えられる。 

 

 

 
図 5.4.1 FL分布図 
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a) 𝑞௨തതത=500 kN/m2 b) 𝑞௨തതത=750 N/m2 

  
c) 𝑞௨തതത=1,000 kN/m2 d) 𝑞௨തതത=1,250 kN/m2 

  
e) 𝑞௨തതത=1,500 kN/m2 f) 𝑞௨തതത=1,750 kN/m2 

 
 

g) 𝑞௨തതത=2,000 kN/m2 h) 𝑞௨തതത=1,250 kN/m2，COV=0.6 

図 5.4.2 盛土の平均天端沈下量と解析回数の関係  
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a) COV=0.0 

 

 

 

 
b) COV=0.2 

 

 

 

 
c) COV=0.4 

 

 

 

 
d) COV=0.6 

図 5.4.3 変形図（左）と塑性破壊図（右）の例（𝑞௨തതത=500 kN/m
2） 
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a) COV=0.0 

 

 

 

 
b) COV=0.2 

 

 

 

 

c) COV=0.4 

 

 

 

 
d) COV=0.6 

図 5.4.4 変形図（左）と塑性破壊図（右）の例（𝑞௨തതത=750 kN/m
2） 
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a) COV=0.0 

 

 

 

 

b) COV=0.2 

 

 

 

 
c) COV=0.4 

 

 

 

 
d) COV=0.6 

図 5.4.5 変形図（左）と塑性破壊図（右）の例（𝑞௨തതത=1,000 kN/m
2） 
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a) COV=0.0 

 

 

 

 
b) COV=0.2 

 

 

 

 
c) COV=0.4 

 

 

 

 
d) COV=0.6 

図 5.4.6 変形図（左）と塑性破壊図（右）の例（𝑞௨തതത=1,250 kN/m
2） 
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a) COV=0.0 

 

 

 

 
b) COV=0.2 

 

 

 

 
c) COV=0.4 

 

 

 

 
d) COV=0.6 

図 5.4.7 変形図（左）と塑性破壊図（右）の例（𝑞௨തതത=1,500 kN/m
2） 
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a) COV=0.0 

 

 

 

 
b) COV=0.2 

 

 

 

 
c) COV=0.4 

 

 

 

 
d) COV=0.6 

図 5.4.8 変形図（左）と塑性破壊図（右）の例（𝑞௨തതത=1,750 kN/m
2） 
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a) COV=0.0 

 

 

 

 
b) COV=0.2 

 

 

 

 
c) COV=0.4 

 

 

 

 

d) COV=0.6 

図 5.4.9 変形図（左）と塑性破壊図（右）の例（𝑞௨തതത=2,000 kN/m
2） 
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5.4.2  改良体の塑性破壊率 

 平均一軸圧縮強さ𝑞௨തതതおよび変動係数 COV に応じて改良体の塑性破壊がどのように変化するのかを確認

するために，以下の指標を算出することとした。ただし，塑性破壊要素数はせん断破壊および引張破壊の

両要素を含む。 

（塑性破壊率） ൌ（改良体の塑性破壊要素数） （改良体の全要素数）ൗ  (5.9) 

図 5.4.10 に塑性破壊率と各𝑞௨തതതおよび COV の関係を，図 5.4.11 に各塑性破壊の同一の𝑞௨തതതにおける増加

率（各塑性破壊率を COV = 0.0 の塑性破壊率で正規化したもの）を示す。ここで，塑性破壊率は，各条件

の 20 回計算結果を基に信頼性上限値 95 %の値を示す。図 5.4.10 より，𝑞௨തതതが小さいほど塑性破壊率は増

大し，同一の𝑞௨തതതにおいては COV が大きいほど塑性破壊率が増大する結果となった。図 5.4.11 より，𝑞௨തതത = 

500 kN/m2 において塑性破壊の増加率が最大でも 1.2 程度と COV に応じた変化が最も緩やかで，𝑞௨തതതの増

加とともにその変化が大きくなり𝑞௨തതത = 1,250，1,500 kN/m2 ではその値が約 1.8 程度とピーク値を示し，そ

れ以上の𝑞௨തതതでは COV に応じた変化がまた緩やかになり，改良体強度のばらつきに応じた塑性破壊の進展

度は一律の傾向ではなかった。例えば図 5.4.10 において黒丸囲いで示すように，𝑞௨തതത = 1,500 kN/m2の COV 

= 0.20，𝑞௨തതത = 1,750 kN/m2 の COV = 0.40，𝑞௨തതത = 2,000 kN/m2 の COV = 0.60 は塑性破壊率が同程度であるが，

これらの条件について図 5.4.11 をみると，𝑞௨തതതおよび COV が大きいほど塑性破壊増加率も大きい。これら

の傾向から，たとえ𝑞௨തതതが大きくても強度のばらつきが大きいほど破壊が進展し，𝑞௨തതതを多少小さくしても

強度のばらつきを小さくすることで破壊領域を抑制できる可能性が示唆された。 

 

  
図 5.4.10 塑性破壊率の推移 図 5.4.11 塑性破壊増加率の推移 
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5.4.3  変形量と改良体強度のばらつきの関係 

図 5.4.14 に盛土の天端沈下量と各平均一軸圧縮強さ𝑞௨തതതおよび変動係数 COV の関係を示す。ここで，天

端沈下量についても各条件の 20 回計算結果を基に信頼性上限値 95%の値を示す。いずれの強度において

も COV の増加とともに天端沈下量も増加する傾向にあるが，その増加率が特に大きいのは 1,000～1,500 

kN/m2 の範囲であり，例えば𝑞௨തതത = 1,000 kN/m2 の COV = 0.20 と𝑞௨തതത = 1,250 kN/m2の COV = 0.60 では天端沈

下量が同程度となった。 

このような傾向に基づき，盛土高さ 5.0m の 15～30%に相当する 0.75～1.50m を許容沈下量と設定し，

各𝑞௨തതതを図 5.4.13 のように線形補間して同一の沈下量における COV と𝑞௨തതതの組み合わせを抽出して，図 

5.4.14 のように COV と𝑞௨തതതの関係に整理した。 

  
図 5.4.12 天端沈下量の 95%信頼性上限値と変動

係数の関係 

図 5.4.13 平均一軸圧縮強さの線形補間 

 

 
図 5.4.14 変動係数と平均一軸圧縮強さの関係  
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既往の室内配合試験結果20)を参考に，固化材量 C と室内配合試験強度𝑞௨௟തതതതの関係式(5.10)および(5.11)を

求め，各𝑞௨തതതに相当する固化材量 C を算出した。なお，本検討では現場強度𝑞௨തതതと室内配合試験強度𝑞௨௟തതതതの比

である λ=0.5 を採用した。 

𝑞௨௟തതതത ൌ 18.353 ∗ 𝐶 െ 878.36  (500≦𝑞௨௟തതതത<1,500) (5.10) 

𝑞௨௟തതതത ൌ 7.5822 ∗ 𝐶 ൅ 517.41  (1,500≦𝑞௨௟തതതത≦1,800) (5.11) 

その結果，図 5.4.15 に示すように COV = 0.60 に対して撹拌効率や施工性の改善等で高品質な改良体

（COV = 0.20 を想定）を造成できれば，固化材量 C を最大 27%低減できる可能性が示された。また，図 

5.4.16 に示すように，笠間ら21)が地盤改良工の実績に基づき算定した COV と𝑞௨തതതの関係式(5.12)の関係と比

較しても，固化材量 C を最大 11%低減できる結果を得た。 

ሺ𝐶𝑂𝑉ሻ ൌ 0.51 ∗ 𝑒𝑥𝑝ሺെ0.0022 ∗ 𝑞௨തതതሻ ൅ 0.32 (5.12) 

 

 
図 5.4.15 COV=0.6 から COV=0.2 における固化材低減量 

 

 
図 5.4.16 実績に基づく COV から COV=0.2 における固化材低減量 
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これらの結果から，固化改良地盤の空間的ばらつきを考慮した性能評価を導入することで，現場コスト

等を踏まえた最適な施工仕様の選定，さらに固化材の製造過程も含めた環境負荷低減，CO2 排出量低減に

つなげられる有効性が示唆された。 

なお，本検討では固化改良体強度のばらつきの違いが塑性破壊増加率や変形量の違いにどのような影

響を及ぼすかを確認することに主眼をおき，固化改良体を弾完全塑性モデルとして解析計算を行った。

今後の展望としては固化改良体の応力-ひずみ関係に着目し，降伏後のひずみ軟化も考慮したモデルの検

討を進めたいと考える。また，今回は図 5.4.16 において笠間らによる既往の知見を引用したが，今後原

位置挿入型針貫入試験装置の適用実績をさらに蓄積し，その実績データに基づく強度とばらつきの関係

式を構築して施工仕様の最適化に繋げる所存である。 
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5.5  本章のまとめ 

本章では，固化工法により盛土直下を液状化対策した地盤の液状化後の残留変形解析を実施し，固化改

良体の空間的不均質性が与える影響について確率統計的な観点から性能評価を実施した。以下に取組み

の内容と結果，および得られた知見をまとめる。 

 

 地盤の不均質性を考慮した既往の研究を複数提示し，より実態に則した高精度な評価を行うことの

有用性を示した。一方，固結工法による地盤改良工を対象とした実務の設計検討においては，改良

体要素の物性にばらつきを与えた先行事例がないことを指摘した。そのうえで，本研究では固化改

良体に空間的ばらつきを与えた変形解析を行い，固化改良体の不均質性を考慮した性能評価の有効

性を検証する方針を定めた。 

 本研究では，メモリ負荷や計算時間が少なく，かつ将来的な 3 次元モデルでの検討を見据えて ALID

をベースとした 3 次元静的残留変形解析法を採用した。また，液状化による被災事例が多く，実験

および解析的アプローチによる検討が多くなされている「河川堤防」を対象に，盛土直下地盤の液

状化対策工をモデル化することとした。 

 固化改良体は，平均一軸圧縮強さ𝑞௨തതതを 500～2,000 kN/m2 の 7 水準，変動係数 COV を 0.2～0.6 の 3 水

準，自己相関距離を 4 章で取得した現場測定データに基づき 0.2 m と設定した。各𝑞௨തതതおよび COV の

条件に対してそれぞれ 20 パターンの空間的な不均質性を発現させ，計 420 ケースの変形解析を実施

した。いずれの条件も 20 回計算で変形量が一定値に収束していることを確認し，解析回数 20 回で

十分な統計値が得られると判断した。 

 解析の結果，固化改良体の𝑞௨തതതが同一の場合，COV が大きいほど改良体の塑性破壊要素数も増大する

傾向を示した。一方，COV の増加に応じた塑性破壊の増加率（各塑性破壊率を同一の𝑞௨തതതにおける COV 

= 0.0 で正規化）は𝑞௨തതതごとに一律の傾向を示さず，𝑞௨തതതが大きくても COV が大きいほど破壊が進展し，

𝑞௨തതതを多少小さくしても COV を小さくすることで破壊領域の拡大を抑制できる可能性が示唆された。 

 いずれの𝑞௨തതതにおいても，変動係数 COV の増加とともに液状化地盤の水平変位量および天端沈下量が

増加する傾向を示した。条件によっては，改良体の𝑞௨തതതおよび COV が大きい条件と改良体の𝑞௨തതതおよび

COV が小さい条件の天端沈下量が同程度となる結果も確認された。このような傾向に基づき，同一

の沈下量における変動係数と平均一軸圧縮強さの組み合わせを抽出して関係性を整理した結果，撹

拌効率や施工性の改善等で高品質な改良体を造成できれば固化材量を最大 11%低減できる可能性が

示され，現場コスト等を踏まえた最適な施工仕様の選定，さらに固化材の製造過程も含めた環境負

荷低減や CO2 排出量低減につなげられる有効性が示唆された。 
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第 6 章 総括 

本論文では，軟弱地盤上に構築される社会基盤の健全性を確保し，人々の安全・安心な生活環境を支え

る地盤改良工の社会的重要性を提示し，地盤改良工における設計・施工の合理化および安全性・信頼性の

高い品質管理の実現という本研究が掲げる展望の枠組みに則り，本論文では固化改良地盤の強度評価の

高精度化および性能評価の有効性実証に向けた検討を行った。以下に，各章ごとの取組みと結果，得られ

た知見を要約して総括する。 

 

第 2 章 固化改良地盤の設計および品質管理の現状と課題 

 第 2 章では，本研究が対象とするセメント系固化材を用いた固化工法による地盤改良工について概説

し，地盤改良工における調査・設計・施工・品質管理の流れを示した。そのうち，「設計」については設

計基準強度に対して 1.5～4.0 倍程度の安全率にて現場強度を設定する現行の方法に対し，実際の現場で

安全率 6 倍以上の強度発現が確認された事例が散見されることを明示し，現行の設計において原地盤の

真のばらつきを反映できていないことが保守的な安全率，つまりは過大な現場強度発現につながってい

ることを指摘した。「品質管理」については，一軸圧縮試験による現行の方法が改良地盤全体の中からサ

ンプリングされた供試体による標本調査であることに対し，実際の現場で強度未確認箇所の固化不全に

起因した盛土被災が発生した事例を明示し，詳細な強度把握の必要性を指摘した。 

これらの現状と課題を受けて，本研究では固化改良地盤の詳細な強度把握による高精度な強度評価法

および性能評価法を構築し，将来的には合理的な設計・施工および安全性・信頼性の高い品質管理の実現

を目指す方針を定めた。本研究では詳細な強度把握に適した「針貫入試験」に着眼し，現状の課題として

針貫入試験による「強度評価」において①一軸圧縮強さの推定精度の向上，および②空間的強度のばらつ

き評価，「性能評価」においては固化改良地盤のばらつきを考慮した性能評価の有効性検証，を挙げ，こ

れら課題に対する方針を整理した。 

 

 

第 3 章 多点針貫入抵抗測定による固化改良土の一軸圧縮強度推定 

 第 3 章では，針貫入試験による強度評価のうち，一軸圧縮強さの強度推定精度の向上に関する研究の

成果について述べた。まず，固化改良地盤の改良効果を確認するための各種調査・試験方法について述

べ，本研究で「針貫入試験」の活用に至った経緯と方針を概説した。そのうえで，針貫入試験の概要，測

定形態および活用事例を紹介し，針貫入抵抗 Npから一軸圧縮強さ qu を推定する現行の方法における課題

を提示した。 

 上記課題に対して，本研究では固化改良土の一軸圧縮強さの寸法効果に着眼し，局所的な健全部や弱

部の把握に適した Np の多点測定値は，供試体内の強度のばらつきが反映される指標と考え，多点 Np 測定

データに基づく「基準換算」と「ばらつき補正」による強度推定方法を提案した。提案推定方法の検証試

験として，作製方法や強度の異なる 51 供試体に対して各 25 点の Np 値と対応する qu 値のデータを取得し

た。その結果，Np の変動係数 Np_cov が 0.1 以下と小さい場合は両対数軸状で高い線形性を有すること，
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Np_cov の増加に応じて quは減少する傾向であることを確認し，提案推定方法における「基準換算」と「ば

らつき補正」の考え方と整合する結果を得た。検証試験のデータに基づき提案推定式を特定し，従来の強

度推定方法に比べて換算精度が向上することを確認した。 

 以上から，本提案推定式によって Np から quの推定精度の向上を実現することができた。 

 

 

第 4 章 原位置挿入型針貫入試験装置の開発 

 第 4 章では，針貫入試験による強度評価のうち，空間的強度のばらつき評価に関する研究の成果につ

いて述べた。まず，机上型装置による現行の針貫入試験ではコアボーリングの実施や試料の運搬，試験用

のコアカットなど相応の手間を要し，空間的強度のばらつき評価の課題解決に向けて省力化の余地が残

ることを指摘した。そのうえで，本研究では原位置の測定孔内で機械制御により全自動で針貫入試験を

行う「原位置挿入型」装置を製作し，効率的かつ高精度な多点測定の実現を目指す方針を定めた。 

 「原位置挿入型針貫入試験装置」は原位置固化改良地盤に設けた測定孔を対象に機械制御で針貫入試

験を実施し，貫入過程の荷重推移や貫入状況をリアルタイムで確認できる機構とした。また，室内実験を

通して 1 測点あたり 72 秒の作業時間で測定を行えること，規定の試験法である机上型の測定結果と大き

な相違なく針貫入抵抗 Np を測定できることを確認し，開発装置の測定効率および測定精度の高さを実証

した。さらに，測定装置を吊下げるワイヤーや通信ケーブル，制御盤等を一体化して運搬性を向上させる

とともに，バッテリーを搭載し移動および測定準備の省力化を実現した。また，測定条件を設定後，針貫

入試験，孔内移動およびデータ出力を全て自動で行う制御プログラムを構築し，測定の省人化を実現し

た。 

 開発装置の使用性や有用性を検証するために，高圧噴射撹拌改良工法および機械撹拌改良工法で造成

した固化改良地盤の現場に適用した。高圧噴射撹拌改良の現場適用においては，全自動測定にて全 115 点

の Np データを約 2 時間で取得でき，効率的な多点測定を実現した。GI コラム工法による機械撹拌改良の

現場適用においては，同深度で別途実施した一軸圧縮試験結果とも整合したことから本開発装置による

強度評価の妥当性を示すとともに，固化改良地盤の詳細な強度把握の実用性も示した。さらにテノコラ

ム工法による機械撹拌改良の現場適用においては，試料採取に伴う乱れの影響を受けやすい従来の強度

試験方法に比べ，原位置強度を測定する本開発装置はより実態に則した強度を把握できる点で有意性が

高いことを示した。 

 第 3 章で提案した強度推定方法の有効性を確認するために，上記現場測定データを基に最適な評価区

間を選定し，既往の強度推定方法と比較した。評価区間の検討においては，評価区間を 100～500 mm の

5 水準で比較した結果，換算 qu と実測 qu の誤差が最も小さい 100 mm が最適な評価区間との判断に至っ

た。これを受けて，評価区間 100 mm において固化改良土の空間的ばらつきを考慮した提案推定式と既往

の推定式を比較した結果，提案推定式が安全側の強度評価となること，特に不均質性の高い固化改良土

においてはより高い精度で強度を推定できることを確認し，提案推定方法の有効性を実証した。 

 以上により，第 3 章で構築した「高精度な固化改良土の一軸圧縮強度推定式」を実際のフィールドに適

用でき，かつ原位置での空間的ばらつきが評価可能な「原位置挿入型針貫入試験装置」の開発および実証

を通して，固化改良地盤の強度評価の高精度化を実現することができた。 
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第 5 章 固化改良地盤の空間的不均質性を考慮した性能評価 

 第 5 章では，針貫入試験による詳細な強度データに基づく性能評価に関する研究の成果について述べ

た。まず，地盤の不均質性を考慮した既往の知見を列挙して，より実態に則した高精度な性能評価の重要

性を明示した。一方，固結工法による地盤改良工を対象とした実務の設計検討において，固化改良体の物

性にばらつきを与えた解析検討事例がないことを指摘し，本研究において第 4 章の多点測定結果に基づ

き空間的ばらつきを与えた変形解析を行い，固化改良体の空間的不均質性を考慮した性能評価の有効性

を検証する方針を定めた。 

本研究では，メモリ負荷や計算時間が少なく，かつ将来的な 3 次元モデルでの検討を見据えて ALID を

ベースとした 3 次元静的残留変形解析法を採用した。また，液状化による被災事例が多く，実験および解

析的アプローチによる検討が多くなされている「河川堤防」を対象に，盛土直下地盤の液状化対策工をモ

デル化した。固化改良体は，平均一軸圧縮強さ𝑞௨തതതを 500～2,000 kN/m2 の 7 水準，変動係数 COV を 0.2～

0.6 の 3 水準，自己相関距離を 4 章で取得した現場測定データに基づき 0.2 m と設定し，計 420 ケースの

変形解析を実施した。 

解析の結果，固化改良体の𝑞௨തതതが同一の場合，COV が大きいほど改良体の塑性破壊要素数も増大する傾

向を示した。一方，COV の増加に応じた塑性破壊の増加率（各塑性破壊率を同一の𝑞௨തതതにおける COV = 0.0

で正規化）は𝑞௨തതതごとに一律の傾向を示さず，𝑞௨തതതが大きくても COV が大きいほど破壊が進展し，𝑞௨തതതを多少

小さくしても COV を小さくすることで破壊領域の拡大を抑制できる可能性が示唆された。また，いずれ

の𝑞௨തതതにおいても，変動係数 COV の増加とともに液状化地盤の水平変位量および天端沈下量が増加する傾

向を示した。条件によっては，改良体の𝑞௨തതതおよび COV が大きい条件と改良体の𝑞௨തതതおよび COV が小さい

条件の天端沈下量が同程度となる結果も確認された。このような傾向に基づき，同一の沈下量における

COV と𝑞௨തതതの組み合わせを抽出して関係性を整理した結果，撹拌効率や施工性の改善等で高品質な改良体

を造成できれば固化材量を最大 11%低減できる可能性が示され，現場コスト等を踏まえた最適な施工仕

様の選定，さらに固化材の製造過程も含めた環境負荷低減，CO2 排出量低減につなげられる有効性が示唆

された。 

 

 以上から，詳細な強度データに基づく空間的ばらつきを考慮した性能評価の有効性を実証することが

できた。 
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 最後に，本研究が掲げる地盤改良工の展望（図 6.1）に対し，図 6.2～図 6.4 に本論文での取組みを反

映したビジョンをまとめる。 

 

 
図 6.1 本研究が掲げる地盤改良工の展望 

 

① 設計の段階において，原位置固化改良地盤の真のばらつきを考慮した性能評価解析を実施し，固化

改良地盤の各変動係数と変位量の関係をまとめた性能評価指標を作成する。この指標と現場の許容

変位量を比較し，固化材量や施工仕様を選定する。 

 
図 6.2 設計におけるばらつきを考慮した性能評価解析および指標に基づく試験施工の仕様判断 

• 性能評価解析結果に基づく仕
様で改良体造成。

• 原位置にて多数の強度データ
を取得し，強度やばらつきを
確認。

• 原位置にて多数の強度データ
を取得。

• 安全性・信頼性の高い品質管
理の実現。

• 原地盤の真のばらつきを考慮
した合理的な施工の実現。

• 原地盤の真のばらつきを考慮
した性能評価解析を実施。

• 許容値を満足する固化材量，
施工仕様等を選定。

設計 試験施工

本施工品質管理

性能評価指標に基づく固化
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強度データのフィードバック
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② 試験施工を行った固化改良地盤に対し，原位置挿入型針貫入試験を用いて多点強度データを収集し，

提案推定方法にて強度やばらつきを詳細かつ高精度に把握する。試験施工の結果と性能評価指標を

照らし合わせて，固化材量の最適化や施工時間の短縮化等，現場の経済性や施工性を総合的に判断

して適切な仕様を決定し，原地盤のばらつきを考慮した合理的な施工を実現する。 

図 6.3 試験施工における多点強度データ取得および本施工の仕様判断 

 

③ 施工完了後，原位置挿入型針貫入試験にて詳細な強度分布を確認し安全性・信頼性の高い品質管理

を実現する。また，各現場で蓄積した多数の強度データを設計にフィードバックし，より精度の高い

性能評価解析の実現に繋げる。 

 
図 6.4 品質管理における多点強度データによる評価および設計へのフィードバック 
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て誠実に向き合う大切さをご教示いただきました。青木様からいただいた「千里の道も一歩から」という

お言葉を常に胸に刻み，目標達成に向けて根気強くこつこつと続ける姿勢を大切にしています。現在の

直属上司であられる山本肇様には，本研究の開発や普及推進に対していつも前向きなお言葉をかけてい

ただきました。部下一人ひとりに真摯に向き合い，信頼と愛情をもって接してくださる山本様のおかげ

で，本研究開発において信念を貫くことが出来ました。筆者が新入社員の頃の教育担当，そして現在はチ

ームリーダーであられる藤原斉郁様には，民間企業で研究開発を進める上での基礎をご指導いただくと
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ともに，仕事と育児の両立に苦戦する筆者に対しご家族からも温かいご支援を賜りました。藤原様やご

家族の皆様からいただいた数え切れないご支援に報恩謝徳できるよう精進しますので，引き続きよろし

くお願いいたします。本研究の草創期からご指導いただいた石井裕泰様には，粘り強く真摯に研究に取

り組む重要性をご指南いただきました。筆者が時短勤務中でも業務を円滑に進められるよう，あらゆる

面で細やかなご支援をいただいたこと深く感謝いたします。石井様のご尽力なくして本研究を遂行する

ことはできませんでした。昨年から二人三脚で本研究を進める居上靖弘様には，装置開発や現場適用を

通して研究の質向上に大きく貢献していただきました。また，業務と博士課程の並行で余裕のない筆者

に対し，きめ細やかなフォローをしてくださいましたこと，感謝申し上げます。今後も本研究の普及推進

に向けた協業をよろしくお願いいたします。大成有楽不動産株式会社の中坪浩太郎様には，開発装置の

現場適用で多大なるご協力を賜りました。厳しい環境下での様々な測定にご対応いただくとともに，ユ

ーザー目線で装置改善に向けた貴重な示唆をくださり，本研究開発の大きな助けとなりました。また，筆

者が所属するチームの皆様には，本研究に関する貴重なご指導・ご助言を賜るとともに，精神的にも支え

ていただきました。苦しい時も，チームの皆様との笑顔溢れる温かいやりとりに励まされ，博士課程を乗

り切ることができました。改めて感謝申し上げます。 

 

 最後に，一番近くで支えてくれた家族へ。同時期に経営学修士課程に進学した夫は，学位取得という同

じゴールを目指す同志のような存在でした。授業やレポート，論文執筆，出張等で互いに多忙な中，家事

と育児を協力して乗り切ることができた経験は，私達の人生にとって大きな糧になったと思います。そ

んな社会人と学生の二重生活を送る両親の背中を見ていた娘には，時に淋しい思いをさせていたと思い

ます。それでも，いつも明るく父と母を応援してくれて本当に有難う。あなたの笑顔と励ましのおかげで

多くの困難を乗り越えることができました。心からの感謝と愛情を込めて，本論文の結びとさせていた

だきます。 


